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Ⅰ 消費生活センターの概要 
 

１ 施設概要（令和５年３月末現在） 

（1）名称      八王子市消費生活センター 

（2）所在地    八王子市東町５-６ クリエイトホール地下 1階 

               TEL 042-631-5456（事務専用） 

 042-631-5455（消費生活相談専用）  

               FAX 042-643-0025 

（3）開設年月日  昭和 52 年７月５日 

（4）施設の規模 

室  名                                  面  積 室  名 面  積 

会  議  室 24.29 ㎡ 事 務 室 77.57 ㎡ 

情報提供コーナー 160.14 ㎡ そ の 他 20.51 ㎡ 

相 談 室 25.46 ㎡ 総 面 積 307.97 ㎡ 

 

（5）開館時間   月～土曜日 午前８時 30 分～午後５時 00 分 

（祝日･年末年始を除く） 

（6）相談時間   月～土曜日 午前９時 00 分～午後４時 30 分 

    

２ センターの目的 

消費生活センターは､八王子市消費生活条例第 20 条により、市民の消費生活における

利益の擁護及び増進を図り、市民の消費生活の安定及び向上を図るため設置しています。 

 

３ 法令･組織等の変遷 

昭和 43 年 ５月 30 日 消費者保護基本法の制定・施行 

昭和 43 年 ７月 13 日 経済部商工観光課商工係に「消費者保護対策に関すること」の 

事務が加わる 

 昭和 46 年 11 月 13 日 経済部商工観光課に消費経済係設置 

 昭和 50 年 ９月 11 日 組織改正により、消費生活係に改正 

 昭和 51 年 12 月 ４日 消費者センター設立に関する請願書が、八王子母親大会連絡 

会・八王子消費者の会より出される 

 昭和 51 年 12 月 16 日 上記請願が採択される 

 昭和 52 年 ４月 ５日 消費者センター設立準備委員会発足 

 昭和 52 年 ７月 ５日 消費者センター開所 
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 平成 ２年 ７月 ９日 組織改正により、生活文化部市民生活課消費生活係に改正 

 平成 11 年 ７月 ５日 組織改正により、生涯学習部交流課消費生活担当に改正 
 平成 15 年 ８月 18 日 組織改正により、生活安全部暮らしの安全安心課消費者 

保護担当に改正 

 平成 16 年 ６月 ２日 消費者基本法の公布・施行 

 平成 17 年 ４月 １日 個人情報保護法の全面施行 

 平成 19 年 ６月 ７日 改正消費者契約法施行 消費者団体訴訟制度開始 

 平成 21 年 ９月 １日 消費者庁設置 

            消費者安全法の施行 

平成 22 年 12 月 15 日 消費生活条例の公布 

平成 23 年 ３月 ７日 消費者センター移転（八幡町から東町へ） 

平成 23 年 ４月 １日 消費生活条例の施行 

            消費者センターから消費生活センターへ名称変更 

平成 23 年 ６月 １日 消費生活啓発推進委員会の発足 

平成 23 年 ６月 ８日 消費生活審議会の設置 

平成 24 年 ３月    消費生活基本計画の策定 

平成 24 年 ４月 １日 権限移譲（製品安全４法、家庭用品品質表示法） 

平成 24 年 12 月 13 日 消費者教育の推進に関する法律の施行 

平成 25 年 ８月 26 日 組織改正により、市民部消費生活センターに改編 

平成 27 年 ４月 １日 中核市移行により、計量業務開始 

平成 28 年 ９月 15 日 消費者教育推進協議会の設置 

平成 29 年 ３月    第２期消費生活基本計画・消費者教育推進計画の策定 

平成 31 年 ４月 １日 消費者教育推進協議会を消費者教育推進会議に名称変更 

令和 ４年 ２月 15 日 第２期消費生活基本計画・消費者教育推進計画の期間延長及び追補策定 

 

４ 組織及び事務分掌（令和５年３月末現在） 

（1）組織及び事務分掌 

八王子市 ― 市民部 ― 消費生活センター  

･消費者保護に関すること 

    ･消費生活に係る情報の収集、調査及び提供に関すること 

 

（2）消費生活センター職員の構成（16 名） 

消費生活センター所長 １名 

課長補佐 １名 主任 ６名（再任用職員２名含む） 

消費生活相談員（会計年度任用職員） ８名 



 3 

５ 事業体系 

  保護・自立支援              消費生活相談     ・消費生活相談 

のための環境整備                                   ・法律相談 

・特別相談 

計量         ・定期検査 

           ・立入検査 

表示・規格の適正化  ・家庭用品等立入検査 

 

  保護・自立支援         消費者啓発      ・消費生活フェスティバルの開催 

のための啓発・教育                   ・情報紙発行 

・各種啓発資料の発行 

・啓発キャンペーン 

消費者教育       ・講座・講演会の開催 

    ・出前講座の実施 

                             ・資料等の常設展示 

・情報の収集及び提供 

・消費関連教育資材の開発 

 

  八王子市消費生活審議会                ・審議会開催 

 

  八王子市消費者教育推進会議              ・会議開催 

 

八王子市消費生活啓発推進委員会            ・定例会開催  

（センターは事務局として参加）  

・啓発活動 

・情報紙発行 

 
６ 消費者行政の運営 

（1）八王子市消費生活条例 

消費者を取り巻く環境の変化を踏まえ、消費生活の一層の安定と向上を図るため、八

王子市消費生活条例を平成 23 年４月１日から施行しました｡ 

この条例は、市民の消費生活の安定と向上を図ることを目的とし、消費者の権利を尊

重し、消費者の自立を支援することを基本としています。特徴としては、消費生活基本

計画、消費生活センター、八王子市消費生活審議会、八王子市消費生活啓発推進委員等

を条例に位置づけたことであり、具体的には、消費生活の指針となる消費生活基本計画

の策定、消費生活センターの業務内容及び相談員の配置、八王子市消費生活啓発推進委
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員による啓発活動の充実、事業者の不適正な取引行為の禁止等です｡ 

 

（2）第２期八王子市消費生活基本計画・八王子市消費者教育推進計画 

八王子市消費生活条例に基づき、平成 24 年３月に消費者政策の計画的な推進を図る

ための消費生活基本計画を策定し、計画期間の５年間が経過したため、平成 29 年３月

に第２期計画を策定しました。策定にあたっては、八王子市消費生活審議会に｢八王子

市消費生活基本計画のあり方｣を諮問し、その答申を踏まえて策定しました。 

第２期計画では、「安全・安心な消費者市民社会の実現」を図るため、従来の「安全・

安心な消費生活」からさらに進んで、国の消費者基本計画及び消費者教育推進法に示さ

れた「消費者市民社会の形成」という観点を取り込み、消費者教育の推進を含めた消費

者施策に関わる総合的な計画として施策に取り組みます。 

計画の期間 平成 29 年度～令和３年度 

 

重要課題１：消費生活の環境基盤整備 

重要課題２：消費者教育の推進 

重要課題３：消費者被害の防止・救済 

 

また、併せて消費者教育推進法に基づく消費者教育推進計画を、消費生活基本計画の

「重要課題２：消費者教育の推進」に関する施策・事業を具体的に推進していくための

実施計画と位置づけ策定しました。 

令和４年２月には、新型コロナウィルス感染症拡大による社会情勢の変化を見極め、

国・東京都の計画策定状況や消費生活行政の方針などを次期計画に取り入れる必要があ

ることから、両計画を２年間延長するとともに、重要課題の目標値の見直しと重要課題

２「消費者教育の推進」について、次の３つの施策を追加した計画追補を策定しました。 

計画追補の期間 平成 29 年度～令和５年度  

 

（１）成年年齢引下げに関する教育・啓発 

（２）ＳＤＧsの普及・啓発 

（３）教育教材のデジタル化 
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（3）第２期八王子市消費生活基本計画の目標の達成状況 

重要課題ごとに設定した目標の達成状況は以下のとおり。 

 

 

目標（令和４年度） 

（下段は令和５年度 目標） 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

 

令和 

４年度 

 

備考 

重要課題

１ 

「八王子市消費

者団体連絡会」の

加盟団体数 

８団体 

（８団体） 
５団体 ５団体 ５団体 

 

 

8 団体 

 

 

内訳 

7 ペー

ジ 

重要課題

２ 

様々な研修・講座

の受講者数 

2,500 人 
（3,500 人）  

4,098 人 3,062 人 597 人 

 

 

2,598 人 

内訳 

11～14 

ページ 

重要課題

３ 

消費生活センタ

ーの認知度（相談

場所として） 

30.0% 
（40.0%） 

22.4% 
29.9% 
（※１） 

― 
（※２） 

 

30.1% 
（※３）  

※１ 令和２年度実施「市民意識・実態調査」 

※２ コロナウィルス感染症拡大防止のためアンケートは実施せず 

※３ 令和４年度実施「市民意識・実態調査」 

 

（4）八王子市消費生活審議会 

八王子市消費生活条例に基づき、市長の附属機関として八王子市消費生活審議会を設

置し、市民の消費生活における利益の擁護及び増進を図り、市民の消費生活の安定及び

向上を図るため、重要事項などの調査審議を行います。 

 

八王子市消費生活審議会委員（令和４年度） 

任 期  令和３年（2021 年）６月８日～令和５年（2023 年）６月７日 

会 長   朝日 ちさと （東京都立大学 都市環境学部 都市政策科学科 教授） 

副会長  渡邊 隆    （東京弁護士会多摩支部 弁護士） 

委 員   佐久間 志緒里 （市民公募） 

委 員   中根 悠貴  （市民公募） 

委 員   吉井 悠祐  （市民公募） 

委 員   長谷川 薫  （八王子商工会議所） 

委 員   清水 栄    （八王子市商店会連合会） 

委 員   百瀨 幸夫  （八王子市民生委員児童委員協議会） 

委 員   赤木 省三   （八王子市消費生活啓発推進委員会） 

委 員   野崎 忠行   （八王子市町会自治会連合会） 
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（5）八王子市消費者教育推進会議 

市の懇談会として市内における消費者教育の総合的、体系的かつ効果的な推進に関し

て参加者相互の情報の交換及び調整を行い、消費者教育推進計画の作成又は変更に関し

て意見を述べます。 

八王子市消費者教育推進会議参加者（令和４年度） 

任 期  令和３年（2021 年）６月８日～令和５年（2023 年）６月７日 

座 長   朝日 ちさと （東京都立大学 都市環境学部 都市政策科学科 教授） 

参加者   渡邊 隆    （東京弁護士会多摩支部 弁護士） 

参加者   佐久間 志緒里 （市民公募） 

参加者   中根 悠貴  （市民公募） 

参加者   吉井 悠祐  （市民公募） 

参加者   長谷川 薫  （八王子商工会議所） 

参加者   清水 栄    （八王子市商店会連合会） 

参加者   百瀨 幸夫  （八王子市民生委員児童委員協議会） 

参加者   赤木 省三  （八王子市消費生活啓発推進委員会） 

参加者   野崎 忠行    （八王子市町会自治会連合会） 

参加者   中野 智彦   （八王子市立陶鎔小学校長） 

参加者   竹口 君夫   （八王子市立椚田中学校長） 

参加者   永森 比人美  （東京都立南多摩中等教育学校長） 

参加者   北川 大樹   （八王子市教育委員会事務局学校教育部統括指導主事） 

参加者   立花 等    （八王子市市民部長） 

参加者   橋本 光太郎 （八王子市市民部消費生活センター所長） 

 

（6）八王子市消費生活啓発推進委員会 

八王子市消費生活条例に位置づけられた消費生活啓発推進委員による組織で、市民の

消費生活に関する知識の普及及び自主的な活動の推進を行うとともに、市が実施する消

費者施策への協力を行っています。 

 

八王子市消費生活啓発推進委員（令和５年３月末現在） 

赤木 省三（会長） 笠井 公子（副会長）      中村 恭子 (副会長） 

伊藤 洋史               井部 智子                 大石 隆元         

大野 良恵        平井 京子                 三上 治代       

渡邊 徳明 
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（7）八王子市消費者団体連絡会 

消費者団体相互の交流と情報交換を行い、協力連携を図り、安全・安心な消費生活を

実現するため、連絡会を設置しています。 

 参加団体（令和５年３月末現在） 

八王子市消費生活啓発推進委員会    一般社団法人 フードバンク八王子 

ＦＰはちおうじ            Code For Hachioji 

八王子地域活動栄養士会        八王子保健生活協同組合 

コープみらい 東京７ブロック委員会  活き生き健康くらぶ 

 

（8）多重債務問題庁内連絡会 

 関係部署が連携して、多重債務をかかえる市民を支援し、市民生活の安全を確保するこ

とを目的に連絡会を設置しています。 

構成所管 

№ 部・団体 課 

１ 市民活動推進部 男女共同参画課 

２ 財政部 収納課 

３ 

市民部 

市民生活課 

４ 消費生活センター 

５ 

福祉部 

福祉政策課 

６ 高齢者福祉課 

７ 介護保険課 

８ 生活自立支援課 

９ 生活福祉総務課 

10 
健康医療部 

保険年金課 

11 保健対策課 

12 
子ども家庭部 

保育幼稚園課 

13 子ども家庭支援センター 

14 まちなみ整備部 住宅政策課 

15 学校教育部 
教育指導課 

（特別支援・情報教育担当） 

16 生涯学習スポーツ部 放課後児童支援課 

17 
社会福祉法人 

八王子市社会福祉協議会 
福祉総務課 

(事務局) 市民部 消費生活センター 
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Ⅱ 令和４年度（2022 年度）事業実績 
 

市民の安全で安心な消費生活を確保するため、消費生活基本計画に基づき、消費者被

害の拡大防止・軽減・予防に関する啓発・情報提供及び相談を行いました。さらに、計

量法に基づく計量器検査・量目検査（商品買取検査）を行い、適正な計量管理を行いま

した。 

１  消費生活相談 

市民の消費生活の安定及び向上に向けて、消費生活センターに相談窓口を設け、市民

の方から寄せられる消費生活に関する相談に対し必要な助言、相談者と事業者とのあっ

せん等を行っています。 

 

（1）消費生活相談 

専門の消費生活相談員による相談を実施しました。 

消費生活相談件数         4,536 件 

うち多重債務相談件数        78 件 

うち新型コロナウイルス関連     48 件 

 

（2）法律相談 

弁護士による消費生活相談を実施しました。 

実施日 毎月第２火曜日・第４金曜日 13 時 30 分～16 時 30 分 

消費生活法律相談件数      105 件  

               

（3）特別相談 

東京都と連携し、各種特別相談を実施しました。 

テーマ 実施日 相談件数 実施場所 

多重債務110番 

９月 ５日（月） 

９月 ６日（火） 

３月 ６日（月） 

３月 ７日（火） 

１件 

１件 

１件 

１件  

消費生活センター 

 高齢者被害特別相談 

９月 12日（月） 

９月 13日（火） 

９月 14日（水） 

１件 

４件 

４件 

若者のトラブル110番 
３月 13日（月）  

３月 14日（火） 

 ２件 

 ３件 



              9 

２ 消費者啓発 

（1）消費生活展 

「チャレンジしよう！くらしに活かす SDGs」をテーマに、消費生活に関する情報交

換の「広場」となる「八王子市消費生活フェスティバル」を開催しました。 

消費生活センターでは、悪質商法に関するミニセミナーや計量に関する啓発を行いま

した。 

期  間 令和５年２月４日（土） 

主   催  八王子市 

八王子市消費生活啓発推進委員会 

八王子市消費者団体連絡会 

協   賛  東京都消費者月間実行委員会 

来場者数  366 名 

参加団体  「参加団体一覧」参照 

参加団体一覧（20 団体） 

出展団体名 出 展 内 容 

わくわく紙芝居サークル 紙芝居でもＳＤＧｓ 

八王子市立児童館 子ども向け工作体験 

エコひろば おもちゃの病院 おもちゃの病院 

八王子市消費生活センター 相談員によるセミナーと計量ゲーム 

八王子地域活動栄養士会 野菜から SDGｓ 

（一社）フードバンク八王子 コロナ禍以後のフードバンク 

東都生協 第８地域委員会 フードドライブ＆ほっとはんど 

コープみらい東京 7ブロック委員会 昆虫つりしてクイズに挑戦！ 

八王子市交通事業課 自転車を安全に利用しよう！ 

（一財）関東電気保安協会 省エネと電気の上手な使い方 

エコひろば ダンボールコンポスト 生ごみ減量ダンボールコンポスト 

八王子市ごみ減量対策課 おいしくお得に食品ロスを削減！ 

クールセンター八王子 家庭から「ゼロカーボン宣言！」 

八王子お手玉の会 お手玉で遊ぼう、作ってみよう 

八王子市防犯課 あなたを守る暮らしの防犯 

活き生き健康くらぶ 食の大事さを次世代に‼スタート‼ 

八王子保健生活協同組合 保健予防活動・健康状態を知ろう 

FP はちおうじ FP による個別相談とセミナー 

八王子市若者総合相談センター リサイクルワークショップ 

八王子市消費生活啓発推進委員会 ＳＤＧｓ「地産地消」のすすめ 



        10 

（2）イベント参加 

  他の所管が開催するイベントに参加し、悪質商法（霊感商法を含む）の被害防止の

ための注意喚起パネル展示や計量について興味を持ってもらうための重さ当てゲーム

などを行い、広く市民に消費生活に関心を持ってもらうとともに消費生活センターを

ＰＲしました。 

実施日 催事名 主催 参加人数 

３月 11 日（土） 防犯防災フェア 八王子市  － 

３月 12 日（日） 児童館・こどもシティ 八王子市    390 人 

６月５日（日） 環境フェスティバル 八王子環境フェスティバル実行委員会 60,000 人 

10 月 22 日（土） 生涯学習フェスティバル 八王子市・八王子市教育委員会 1,475 人 

 

（3）各種啓発資料の発行 

  広く市民に啓発を図るため、各種資料を発行しました。 

ア 消費生活ニュース（各月 700 部） ※八王子市消費生活啓発推進委員会と協働 

月 テ ー マ 

４月(第 128 号） 新しいお部屋で新生活！「賃貸者契約」を理解して、トラブルを防ごう 

５月(第 129 号)  検針票は見せないで 電気の契約切り替えトラブル 

６月(第 130 号) その香り 困っている人がいるかも？ 

７月(第 131 号） ＳＮＳをきっかけとする“投資詐欺”にご注意を！ 

８月(第 132 号） 男性も増加！ 脱毛エステのトラブルにご注意を 

９月(第 133 号） ＰＳマークをご存知ですか？ 

10 月(第 134 号) 商品量目立入検査で正確計量確保 

11 月(第 135 号） 点検中に屋根を壊された？ 点検商法に注意 

12 月(第 136 号） 食品ロスを減らしましょう 

１月(第 137 号） 
「霊感商法」「開運商法」にご注意ください！ 「点検商法」「もうけ話」

には乗らないで！ 

２月(第 138 号） 
テレビ・ラジオショッピングなどを見て電話で注文したら、意図せず「定

期購入」に!? 

３月(第 139 号） クレジットカードのご利用方法に気を付けましょう！ 
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イ その他 

発 行 物（データ提供含む） 発行部数 

広報消費生活特集号（広報はちおうじ９月１日号に折り込み）  287,385 部 

くらしのレポート（№147～№150）  

※八王子市消費生活啓発推進委員会と協働 
 2,000 部 

悪質商法被害防止リーフレット（若者・高齢者） 

若者 5,000 部 ・ 高齢者 3,000 部 

悪質商法被害防止ステッカー（高齢者） 500 部 

 8,500 部 

「霊感商法」「開運商法」注意啓発 紙ファイル 

 大学等 1,613 部 ・一般 1,266 部                 
 2,879 部 

大学新入学生ガイダンス資料 消費生活情報「成年年齢引下げ」 

（2022 年３月） 
 1,400 部 

香りのマナー啓発ポスター （本庁舎及び市施設 19 か所に掲示依頼）   24 部 

消費生活情報（第６号八王子市と日野市の消費生活センター紹介） 

 「霊感商法、開運商法に注意！ 点検商法、もうけ話に乗らないで」 

 令和５年２月 パルシステム・自然派くらぶ会員への配布 

 19,000 部 

消費生活トラブル防止 注意喚起ポスター 

      （はちバス車内・八王子駅北口地下自由通路に掲示） 
   32 部 

 

３ 消費者教育 

（1）講座・講演会・研修会の開催 

学習の機会を提供するため、暮らしに身近なテーマを用いた講座や講演会等を実施し

ました。 

 

ア 消費生活講座  

実施日 テーマ 講師 参加人数 

10 月 1 日（土） 
出前寄席 

「コロナ詐欺に気を付けよう」 
三遊亭仁馬 30 人 

10 月 27日（木） 
知っておきたいお金のはなし 

～消費者トラブルにあわないために～ 
坂本 敬子 

（金融広報アドバイザー） 
20 人 

12 月 24日（土） 親子で学ぼう！お金の使い方 
豊田 眞弓 

（金融広報アドバイザー） 
21 人 
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イ 消費生活教育講座  

実施日 テーマ 講師 参加人数 

10月 13日（木） 
インターネットや SNS のトラブルに

あわないために 

～知って役立つ対処法～ 

原田 由里 
（一般社団法人 EC ネットワーク） 24 人 

※東京都共催事業 

 

ウ 夏休み親子体験・見学会（参加者は小学生と保護者） 

実施日 テーマ 見学先 参加人数 

７月 27 日（水） 親子で地産地消体験・見学会 
高尾の森自然学校 

道の駅八王子滝山 
３組７名 

 

エ 高齢者見守り講座（オンライン開催） 

  【高齢者あんしん相談センター職員及びケアマネジャー】 

 

オ 研修会 

実施日 テーマ・講座 連携先 参加人数 

11 月 17 日（木） 

 

大学教職員向け 

消費者教育研修会 
 

学園都市文化課 
９人 

（大学コンソーシアム八王子 

加盟校 7校） 

カ 啓発講演会（会場及びオンライン開催） 

実 施 日 11 月 25 日（金）  

会   場 クリエイトホール 11 階 視聴覚室 

テ ー マ SDGｓを日常生活に取り込んでみよう！  

講   師 マリカ先生（SDGｓ講師） 

対   象 都民 

参 加 者 59 人 

 ※東京都消費者月間実行委員会共催事業 

 

 

 

実施日 連携先（取りまとめ団体） 連携先 参加人数 

９月 16 日（金） 高齢者あんしん相談センター高尾 館・長房・めじろ 28 名 

12 月 15 日（木） 高齢者あんしん相談センター堀之内 
片倉・長沼・南大

沢・由木東 
35 名 

3 月 17 日（金） 
高齢者あんしん相談センター 

もとはち南 

石川・左入・恩方・

川口・元八王子 
20 名 
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（2）講師派遣 

大学・高齢者や他の様々な団体などから講師の依頼を受け、消費生活における注意・

啓発の講座を実施しました。 

 

ア 他機関への講師派遣 

 【社会人】 

実施日 件名 機関名 参加人数 

9 月 26 日（月） 中小企業新入社員合同研修     産業振興推進課 24 人 

10 月 12日（水） 司法修習生の選択プログラム   東京三弁護士会 多摩支部 ３人 

3 月 4 日（土） ローン及び金融トラブルについて    若者総合相談センター 12 人 

 

【大学生】 

実施日 件名 機関名 参加人数 

（全１３回） 学生生活ポリシーガイダンス     創価大学 1,403 人 

3 月 31 日（木） 新入生ガイダンス    創価女子短期大学 90 人 

6 月 13 日（月） アッセンブリーアワー   ヤマザキ動物看護大学 221 人 

 

 【高校生】 

実施日 件名 機関名 参加人数 

6 月 29 日（水） 成年年齢引下げに関する講座  帝京八王子中学高等学校 
235 人 

（２・３年生） 

7 月 14 日（木） 〃   南多摩中等教育学校 
121 人 

（５年生） 

（全３回） 〃   東京純心女子高等学校 
59 人 

 （２年生） 

１月 12 日(木) 〃   共立女子第二高等校 
93 人 

（３年生） 
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イ 出前講座 

   団体から講師依頼を受け、「転ばぬ先の消費者知識」「高齢者を悪質商法から守ろ

う」をテーマとした出前講座を開催しました。（６回 参加総数 84 名） 

実 施 日 団 体 区 分 参加者区分 参加人数 

６月 28 日（火） 高齢者あんしん相談センター川口 高齢者 14 人 

９月 14 日（水） 高齢者あんしん相談センター高尾 成人 11 人 

12 月 １日（木）  八王子市社会福祉協議会 成人 14 人 

12 月 17 日 (土） 紫陽会（高齢者あんしん相談センター堀之内） 高齢者 30 人 

１月 23 日（月） 松が谷 20 集会所 サロン高齢者 高齢者 ８人 

２月 28 日（火） 高齢者あんしん相談センター大横 成人 ７人 

 

 

（3）情報の収集・提供 

消費生活に関する各種資料を収集・整理し、パネル・資料展示コーナーにおけるパネ

ルの常設展示やパンフレット配布、図書・ＤＶＤ等の貸出しにより、消費者への情報提

供を行うとともに、意識啓発と知識の向上を図りました。 

 

【成年年齢引下げに関連した若者の消費者トラブルの注意喚起情報の提供】 

実 施  提供先・イベント 内容 人数 

４月～９月末 
市民部行政情報放映 

（市民課・八王子駅南口総合事務所） 
啓発動画上映 － 

６月４日（土）～ 

12 日（日） 

パネル展示 
（八王子駅南口総合事務所 多目的スペース） 

ポスター掲示・チラシ

配布・啓発動画上映 
－ 

１月９日（日） 令和５年 二十歳を祝う会 啓発動画上映 3,557 人 

３月下旬 

 

大学コンソーシアム八王子 

加盟（市内大学・専門学校） 
 

情報（URL 送信） 

 

25 校 

 

 

（4）副読本の作成 

・小学生向け消費者教育副読本作成 

「わたしたちのくらしと商店の仕事」令和５年度版（2023 年度版） 

（Ａ４判、カラー、20 ページ） 4,800 部作成（小学３年生用） 

 ・中学生向け消費者教育副読本作成 

「磨け！消費者力」令和５年度版（2023 年度版） 

（Ａ４判、カラー、36 ページ）5,100 部作成（中学１～３年生用） 
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４ 計量 

 

（1）定期検査  

計量法第 19 条の規定に基づき、取引や証明に使用する特定計量器（はかり・分銅類）

の検査（２年に１回）を実施しました。 

本市では、原則、奇数年度に小型（東部区域ひょう量 250 ㎏以下）、中型（ひょう量

250 ㎏を超え２ｔ以下）はかりを、偶数年度に小型（西部区域ひょう量 250 ㎏以下）、

大型（ひょう量２ｔ超え）はかりを検査しています。 

令和４年度は、以下のとおり実施しました。 

   

ア 定期検査実績 

 

区 分 検査戸数 器物種類 
検 査 

器物数 

不合格 

器物数 

不合格率 

（％） 

定
期
検
査 

指定定期 

検査機関 
408 

はかり 851 3 0.4 

分銅・おもり 169 0 0.0 

皮革面積計 0 0 0.0 

小 計 1,020 3 0.3 

代検査 36 

はかり 478 0 0.0 

分銅・おもり 73 0 0.0 

皮革面積計 0 0 0.0 

小 計 551 0 0.0 

総合計 444 

はかり 1,329 3 0.2 

分銅・おもり 242 0 0.0 

皮革面積計 0 0 0.0 

合 計 1,571 3 0.2 

   ※代検査の「不合格器物数」、「不合格率」は、「不適合器物数」、「不適合率」を表す。 

 

 

 

 

 

イ 指定定期検査機関による検査（４月１日～７月７日） 

一般社団法人 東京都計量協会を指定定期検査機関に指定し、業務委託により検

査を実施しました。 
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小型はかり検査の器種別集計表 

区分 
 

検査器種 
検 査 

器物数 

不合格 

器物数 

不合格率 

（％） 

は 
 

か 
 

り 

電気式はかり 566 2 0.4 

機械式はかり 254 1 0.4 

 手動てんびん 0 0 0.0 

 等比皿手動はかり 1 0 0.0 

 棒はかり 1 0 0.0 

 その他の手動式はかり 28 0 0.0 

 ばね式はかり 217 1 0.5 

 手動指示併用はかり 7 0 0.0 

 その他の指示はかり 0 0 0.0 

はかり合計 820 3 0.4 

分 

銅 

類 

分銅 54 0 0.0 

定量おもり 1 0 0.0 

定量増おもり 102 0 0.0 

分銅類合計 157 0 0.0 

皮 革 面 積 計 0 0 0.0 

合 計 977 3 0.3 

 

 

大型はかり検査の器種別集計表 

区分 
 

検査器種 
検 査 

器物数 

不合格 

器物数 

不合格率 

（％） 

は 
 

か 
 

り 

電気式はかり 28 0 0.0 

機械式はかり 3 0 0.0 

 手動てんびん 0 0 0.0 

 等比皿手動はかり 0 0 0.0 

 棒はかり 0 0 0.0 

 その他の手動式はかり 2 0 0.0 

 ばね式はかり 1 0 0.0 

 手動指示併用はかり 0 0 0.0 

 その他の指示はかり 0 0 0.0 

はかり合計 31 0 0.0 
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分 

銅 

類 

分銅 0 0 0.0 

定量おもり 0 0 0.0 

定量増おもり 12 0 0.0 

分銅類合計 12 0 0.0 

皮 革 面 積 計 0 0 0.0 

合 計 43 0 0.0 

 

 

ウ 定期検査に代わる計量士による検査 

計量法第 25 条の規定に基づく定期検査に代わる計量士による検査は、下記のとおり 

実施されました。 

 

定期検査に代わる計量士による検査の器種別集計表 

区分 
 

検査器種 
検 査 

器物数 

不適合 

器物数 

不適合率 

（％） 

は 
 

か 
 

り 

電気式はかり 355 0 0.0 

機械式はかり 123 0 0.0 

 手動てんびん 0 0 0.0 

 等比皿手動はかり 18 0 0.0 

 棒はかり 0 0 0.0 

 その他の手動式はかり 1 0 0.0 

 ばね式はかり 101 0 0.0 

 手動指示併用はかり 3 0 0.0 

 その他の指示はかり 0 0 0.0 

はかり合計 478 0 0.0 

分 

銅 

類 

分銅 25 0 0.0 

定量おもり 0 0 0.0 

定量増おもり 48 0 0.0 

分銅類合計 73 0 0.0 

皮 革 面 積 計 0 0 0.0 

合 計 551 0 0.0 

 

 

 



        18 

（2）立入検査等  

ア 商品量目立入検査 

  計量法第 148 条の規定に基づき、中元時期、年末年始時期を中心に、スーパーマー

ケットなどに立入り、内容量が表記量と比較して適切かどうかの検査です。 

 

前期商品量目立入検査結果                      （単位：個） 

商品 

分類 

検査 

個数 

検査結果の内訳 量目不足の主な原因 

過量 正量 
量目不足 風袋量の 

無視・軽視 
乾燥等の 

自然減量 
その他 

個数 同率(%) 

食肉類 224 3 211 10 4.5 10 0 0 

魚介類 254 0 244 10 3.9 6 4 0 

野菜 155 0 145 10 6.5 4 6 0 

農産物漬物 0 0 0 0 0.0 0 0 0 

果実 23 0 21 2 8.7 1 1 0 

調理食品 180 0 179 1 0.6 0 1 0 

茶類 26 0 26 0 0.0 0 0 0 

菓子類 18 0 18 0 0.0 0 0 0 

精米・精麦 11 0 11 0 0.0 0 0 0 

穀類（豆・粉） 2 0 2 0 0.0 0 0 0 

めん類 3 0 3 0 0.0 0 0 0 

調味料類 3 0 3 0 0.0 0 0 0 

その他 0 0 0 0 0.0 0 0 0 

非特定商品 0 0 0 0 0.0 0 0 0 

合計 899 3 863 33 3.7 21 12 0 

 

検査 

店舗数 

不適正 
検査 

個数 

不適正 不適正事業者への措置 

店舗数 同率(%) 個数 同率(%) 
現場での 

口頭注意 

文書等に 

よる指導 

勧告 

法第 15 条 

74 10 13.5 899 33 3.7 5 5 0 
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後期商品量目立入検査結果                     （単位：個） 

商品 

分類 

検査 

個数 

検査結果の内訳 量目不足の主な原因 

過量 正量 
量目不足 風袋量の 

無視・軽視 
乾燥等の 

自然減量 
その他 

個数 同率(%) 

食肉類 274 7 258 9 3.3 6 3 0 

魚介類 280 0 278 2 0.7 2 0 0 

野菜 255 0 238 17 6.7 8 6 3 

農産物漬物 0 0 0 0 0.0 0 0 0 

果実 21 0 18 3 14.3 3 0 0 

調理食品 230 0 227 3 1.3 3 0 0 

茶類 8 0 8 0 0.0 0 0 0 

菓子類 5 0 5 0 0.0 0 0 0 

精米・精麦 27 0 27 0 0.0 0 0 0 

穀類(豆・粉) 7 0 7 0 0.0 0 0 0 

めん類 0 0 0 0 0.0 0 0 0 

調味料類 0 0 0 0 0.0 0 0 0 

その他 6 0 6 0 0.0 0 0 0 

非特定商品 1 0 1 0 0.0 0 0 0 

合計 1,114 7 1,073 34 3.1 22 9 3 

 

検査 

店舗数 

不適正 
検査 

個数 

不適正 不適正事業者への措置 

店舗数 同率(%) 個数 同率(%) 
現場での 

口頭注意 

文書等に 

よる指導 

勧告 

法第 15 条 

70 8 11.4 1,114 34 3.1 2 6 0 

 

 

イ 商品買取検査 

  密封商品など、通常の立入検査では内容量の確認が困難な商品を買い取り、その

商品の内容量を検査しました。 

 

商品買取検査結果 

品名 実施日 検査品目数 検査個数 
量目不足 

個数 同率(%) 

食塩 ３月 31 日 7 26 0 0.0 
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５ 表示・規格の適正化 

消費者保護を目的に、製品安全４法及び家庭用品品質表示法に基づき、ＰＳ（製品安

全）マークの確認などの立入検査を実施しました。 

 

  製品安全４法立入検査結果                 （単位：件） 

種 別 

販売事業者実数 検査機種数 

  
うち違反販売 

事業者実数 
  うち違反機種数 

電気用品 2 0 4 0 

ガス用品 2 0 1 0 

液化石油ガス器具等 2 0 1 0 

消費生活用製品 2 0 6 0 

    

家庭用品品質表示法立入検査結果                       （単位：件） 

種 別 
検査実施 

店舗等数 
検査品目数 

    

うち不適正表示品目数 

家庭用品 2 

  54   0 

 
繊維製品 22 

 
0 

  
合成樹脂加工

品 
8   0 

 
電気機械器具 7 

 
0 

 雑貨工業品 17  0 

 

 

６ 八王子市消費生活審議会 

市民の消費生活の安定及び向上を図るため、下記のとおり消費生活審議会を開催しま

した。 

開催状況 

 開 催 日 議   題 

第１回 6 月 30 日（木） 

（１） 第２期八王子市消費生活基本計画及び八王子市

消費者教育推進計画に基づく令和３年度事業実

施の課題について 

（２） 第２期八王子市消費生活基本計画及び八王子市

消費者教育推進計画の改定について 

第２回 
10 月 3 日（月） 

オンライン開催 

（１） 第２期八王子市消費生活基本計画及び八王子市

消費者教育推進計画に基づく令和３年度事業実

施の課題について 

（２） 第２期八王子市消費生活基本計画及び八王子市
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消費者教育推進計画の改定について 

第３回 12 月 22 日（木） 

（１） 第２期八王子市消費生活基本計画及び八王子

市消費者教育推進計画に基づく令和３年度事

業実施の課題について （答申案） 

（２） 第２期八王子市消費生活基本計画及び八王子

市消費者教育推進計画の改定について 

 

７ 八王子市消費者教育推進会議 

 消費者教育の推進に関して情報の交換・調整、消費者教育推進計画の検討のため、下

記のとおり消費者教育推進会議を開催しました。 

 

開催状況 

 開 催 日 議   題 

第 1 回 
10 月 3 日（月） 

オンライン開催 

（1） 第２期八王子市消費生活基本計画及び八王子市

消費者教育推進計画に基づく令和３年度事業実

施の課題について 

（2） 第２期八王子市消費生活基本計画及び八王子市

消費者教育推進計画の改定について 

（3） 教育現場における消費者教育の現状と課題につ

いて 

 

８ 八王子市消費生活啓発推進委員会 

市民の安全で快適な消費生活を推進するため、消費生活啓発推進委員会は、下記の活

動を行いました｡ 

 

（1）活動状況 

活動内容 実施状況 

会議の開催 12 回 

情報紙の発行 

（八王子市消費生活センターと協働） 

「消費生活ニュース」12 回 

「くらしのレポート」４回 

環境フェスティバルへの参加 

（主催：八王子環境フェスティバル実行委員会） 

６月５日（日） 

西放射線ユーロード 

とちの木デッキ  

生涯学習フェスティバルへの参加 

（主催：八王子市・八王子市教育委員会） 

10 月 22 日（土） 

クリエイトホール 

はちおうじＮＰＯフェスティバル 2022 
11 月３日（木） 

東京たま未来メッセ 
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講演会「SDGｓを日常生活に取り込んでみよう！」の開催協力 

（主催：東京都消費者月間実行委員会、八王子市） 

11 月 25 日（金） 

会場開催 

オンライン講演会 

ライブ配信 

消費生活フェスティバルの開催 

（八王子市、八王子市消費者団体連絡会と共催） 

 ２月４日（土） 

クリエイトホール 

地域デビューパーティー802 への参加 
３月５日（日） 

学園都市センター 

防犯防災フェアへの参加 

３月 11 日（土） 

サザンスカイタワー八王子 

1Ｆ東側広場 

 

 

（2）他機関への派遣・参加 

・八王子市消費生活審議会（１名） 

・八王子市消費者教育推進会議（１名） 

・八王子市消費者団体連絡会（１名） 

・八王子市ごみゼロ社会推進協議会（１名） 

・東京都消費者月間団体連絡会議（１名） 

・東京都消費者月間実行委員会（２名） 

 

９ 消費生活関連機関等との連携 

（1）委嘱委員として参加 

・東京都多重債務問題対策協議会 

・東京都多重債務問題対策協議会相談部会 

 

（2）会議における情報交換 

・全国中核市消費者行政協議会 

・東京都・市町村消費生活センター所長会 

・東京都・区市町村消費生活行政担当課長会 

・南多摩五市消費者行政連絡会（令和４年度開催なし） 
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Ⅲ 令和４年度（2022 年度）消費生活相談の状況 

 消費生活相談は 4,536 件で、前年度に比べ 100 件（約 2.3％）増加しました。 

 新型コロナウイルス感染症拡大防止の行動制限が緩和され、消費活動が戻ってきたことから

相談件数も増加したと考えられます。 

 

１ 契約当事者別件数 

 令和４年度は、男性が 86 件減少し、女性は 182 件増加しました。 

団体等は、警察署や高齢者あんしん相談センターなどです。 

 

表１ 契約当事者別件数 

（単位：件） 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

男 性 1,865 1,984 2,135 1,977 1,891 

女 性 3,078 2,693 2,451 2,225 2,407 

団体等 181 207 241 234 238 

合 計 5,124 4,884 4,827 4,436 4,536 
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２ 相談方法別件数 

 令和４年度は、来所による相談が増加しているものの、電話による相談は減少しています。

電話による相談は前年度より 46 件減っていますが、相談全体の約 88．1％を占めています。 

 

表２ 相談方法別件数 

（単位：件） 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

電 話 4,402 4,118 4,451 4,043 3,997 

来 所 720 763 374 392 539 

文 書  2 3 2 1 0 

合 計 5,124 4,884 4,827 4,436 4,536 
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３ 相談種類別件数 

令和４年度は、苦情が全体の約 92.5％を占めています。 

 

表３ 相談種類別件数 

（単位：件） 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

苦 情 4,878 4,541 4,460 4,087 4,196 

問 合 せ 242 339 361 347 332 

要 望 4 4 6 2 8 

合 計 5,124 4,884 4,827 4,436 4,536 

うち個人情報

に関するもの 19 6 16 37 ※ 

  ※国の「個人情報の保護に関する基本方針」の変更に伴い、令和４年（2022 年）７月 14日をもって 

個人情報保護に関する苦情相談情報の収集は終了。 
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４ 契約当事者年代別件数 

 令和４年度は、30 歳代、60 歳代以外の相談は増加しています。 

 

表４ 契約当事者年代別件数 

（単位：件） 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和 4年度 

20 歳未満 111 146 155 125 135 

20 歳代 380 418 530 492 557 

30 歳代 353 379 383 389 363 

40 歳代 593 537 660 528 574 

50 歳代 797 727 778 660 735 

60 歳代 1,076 781 609 592 588 

70 歳以上 1,305 1,338 1,161 1,138 1,142 

不明・団体 509 558 551 512 442 

合 計 5,124 4,884 4,827 4,436 4,536 
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５ 契約当事者職業等構成別件数 

令和４年度は、給与生活者、無職の方の相談が増加し、それ以外の自営・自由業、家事 

従事者、学生の方の相談が減少しています。 

 

            表５ 契約当事者職業等構成別件数 

（単位：件） 

職 業 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

給与生活者 1,769 1,704 1,856 1,658 1,851 

自営･自由業 254 223 260 270 232 

家事従事者 992 715 570 436 422 

学 生 262 301 326 301 280 

無 職 1,233 1,326 1,290 1,234 1,277 

その他･不明 614 615 525 537 474 

合 計 5,124 4,884 4,827 4,436 4,536 
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６ 販売購入形態別件数 

際立って多い通信販売の相談は前年より件数も割合も高く、全体の約 39.2％を占めています。 

内容は、美容液や化粧品関連、アダルトサイトや出会い系サイト関連、サプリメント関連の相

談が多く寄せられました。 

            表６ 販売購入形態別件数 

  （単位：件）  

販売購入形態 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

店舗購入 1,077 1,006 882 806 932 

訪問販売 407 470 542 487 382 

通信販売 1,315 1,323 1,803 1,622 1,777 

マルチ・マルチまがい取引（注1） 54 76 53 41 38 

電話勧誘販売 192 228 228 202 163 

ネガティブ・オプション（注2） 15 4 12 15 8 

訪問購入 19 15 13 38 29 

その他無店舗販売 26 40 25 20 37 

不明･無関係 2,019 1,722 1,269 1,205 1,170 

合  計 5,124 4,884 4,827 4,436 4,536 

（注1） 商品を販売しながら会員を勧誘した件数に対してリベートが得られるとして、消費者を販売員にし

て会員を増やしながら商品を販売していく商法 

（注2） 注文していない商品を勝手に送り付け、その人が断らなければ買ったものとみなして、代金を一方

的に請求する商法 
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７ 商品・役務分類別件数（上位 10位） 

 令和３年度に「運輸・通信サービス」のうち一部の内容が、「教養・娯楽サービス」に分かれ

て分類されることになりましたが、令和４年度も引き続き、「教養・娯楽サービス」は高く推移

しています。「保健衛生品」の増加は、化粧品等のお試しで購入したところ、定期購入だったな

どの相談が増えたことによります。 

  表７ 商品・役務分類別件数（上位 10 位）                                        

                                     （単位：件） 

順位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

1 運輸・通信サービス 772 商品一般 446 保健衛生品 480 

2 商品一般 479 教養・娯楽サービス 376 教養・娯楽サービス 392 

3 食料品 396 教養娯楽品 359 商品一般 383 

4 教養娯楽品 395 保健衛生品 315 教養娯楽品 352 

5 保健衛生品 365 運輸・通信サービス 294 保健・福祉サービス 320 

6 他の役務 297 食料品 280 
金融・保険サービス 

（うち多重債務） 

302 

（78） 

7 
金融・保険サービス 

（うち多重債務） 

243 

（70） 
他の役務 278 運輸・通信サービス 283 

8 被服品 241 
金融・保険サービス 

（うち多重債務） 

278 

（83） 
他の役務 281 

9 工事・建築・加工 229 被服品 255 被服品 256 

10 住居品 215 工事・建築・加工 218 食料品 239 

（参考）商品・役務分類別相談の主な内容  

・「商品一般」…商品の相談であるが、分類を特定できない・特定する必要のない相談 

・「運輸・通信サービス」…旅客・貨物運送サービスおよび電話、放送、インターネット等の通信サービス 

・「教養・娯楽サービス」…教養、趣味、娯楽の目的で受ける役務（インターネット利用による教

養・娯楽目的のコンテンツ配信サービスを含む） 

・「教養娯楽品」…教養、事務または娯楽・趣味の目的で使用される商品（書籍・印刷物、 

 電話機・電話機用品、パソコン・パソコン関連用品） 

・「保健衛生品」…医薬品、医療用具、化粧品 

・「食料品」…健康食品、飲料、魚介類 

・「他の役務」…外食・食事宅配、冠婚葬祭、家事サービス 

・「金融・保険サービス」…融資サービス、生命保険、預貯金・証券等、ファンド型投資商品 

・「被服品」…洋服、和服、かばん、アクセサリー、履物、生地・糸類 

・「工事・建築・加工」…不動産の請負工事、加工 

・「保健・福祉サービス」…医療、理美容、衛生サービス、老人福祉・サービス 

・「住居品」…住居品一般、家事用品、住生活用品 
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８ 相談処理結果  
 
令和４年度は、助言（自主交渉）の件数が増加し、その他情報提供は減少しています。 

 

             表８ 相談処理結果 

                                   （単位：件） 

                                            

※「助言（自主交渉）には、クーリング・オフによる契約解除を含む。 

※「斡旋解決」：消費生活センターが直接、消費者と事業者との間に入って交渉し解決 

※「処理不能」：事業者の連絡先が分からず交渉できない場合など。 

※「処理不要」：相談者からの情報提供のみで消費生活センターの斡旋を希望しない場合など。 

 

 

 

             表９ 処理期間（即日・継続） 

                                         （単位：件） 

 区 分  
令和２年度 

令和３年４月 30 日現在 

令和３年度 

令和４年５月２日現在 

令和４年度 

令和５年５月 26 日現在 

増 △ 減  

（前年度比） 

処

理

期

間 

即 日 処 理 3,820 3,451 3,603 152 

継 続 処 理 919 869 867 △2 

※令和４年度中における処理未完結分除く 

            

 

 

 区 分  令和２年度 

令和３年４月 30 日現在 

令和３年度 

令和４年５月２日現在 

令和４年度 

令和５年５月 26 日現在 

増 △ 減  

（前年度比） 

 
 
 

処 

理 

結 

果 

他機関紹介 270 216 189 △27 

助言（自主交渉） 3,397 2,926 3,095 169 

その他情報提供 597 691 591 △100 

斡旋解決 309 314 403 89 

斡旋不調 27 23 25 2 

処理不能 59 55 66 11 

処理不要 80 95 101 6 

無回答（未入力） 88 116 66 △50 

計 4,827 4,436 4,536 100 
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図７ 相談処理結果 
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９ 救済金額 

救済金額とは、消費生活センターの斡旋や助言等により、被害の未然防止やその回復が図ら

れた金額の集計結果のことを言います。 

     

           表 10 救済金額 

                            （単位：円 ・ 件）  

区    分 令和２年度 

令和３年４月 30 日現在 

令和３年度 

令和４年５月２日現在   

令和４年度 

令和５年５月 26 日現在   

金額 件数 金額 件数 金額 件数 

契約購入金額（A） 1,159,184,406 2,021 1,280,982,572 1,903 1,061,446,925 2,048 

既支払額 （B） 326,453,744 1,064 436,326,339 937 413,312,171 1,012 

救済金額 （C） 148,933,654 286 119,163,940 267 81,337,599 259 

 

 

回復額 24,099,035 138 53,547,252 131 24,506,362 149 

回復額 
（クーリング・オフ額） 

104,101,829 71 48,236,940 66 42,591,740 66 

未然防止額 20,732,790 77 17,379,748 70 14,239,497 44 

（C）/（A） 12.8% 14.2% 9.3% 14.0% 7.7% 12.6% 

１件あたりの 
平均救済金額 520,747  446,307  314,045  

※回復額：消費生活センターに相談した結果、既に契約・申込してしまった金額の全部又は一部が相談者に

返金され、又は、支払いを免除された金額 

※回復額（クーリング・オフ額）：消費生活センターに相談した結果、クーリング・オフを根拠に返金・解約・

取消された金額（法律に基づくものだけでなく、業界や業者が自主的に実施したものや、相談者から「ク

ーリング・オフ」を実施する意思を確認できた場合を含む。） 

※未然防止額：契約・申込をする前に消費生活センターに相談した結果、相談者が当該契約を締結せず、支

払わずに済んだ金額「架空請求」や「ワンクリック請求」に関するものを含む。 
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10 若者（契約当事者が 30歳未満）の相談 

 

（1）相談状況 

   民法改正により令和４年（2022 年）４月１日から、成年年齢が 20 歳から 18 歳に引き 

下げられました。令和４年度の若者の契約当事者件数は 692 件で、前年度と比べ 75 件増 

加しています。契約当事者件数（4,536 件）に占める割合は 15.3%となっています。 

 

 

               表 11 若者の契約当事者件数 

                                (単位：件数) 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

 

令和４年度 前年度比 

若者の契約当事者件数 

       （Ａ） 

     491 

（100.0％） 

    564 

（100.0％） 

    685 

（100.0％） 

    617 

（100.0％） 

692 

（100.0％） 
112.2％ 

 未成年（18 歳未満 

※）（構成比） 

     111 

  （22.6％） 

    146 

 （25.9％） 

    155 

（22.6％） 

    125 

（20.3％） 

  50 

（7.2％） 40％ 

 18 歳以上 30 歳未

満※（構成比） 

     380 

  （77.4％） 

    418 

 （74.1％） 

    530 

（77.4％） 

    492 

（79.7％） 

       642 

（92.8％） 
130.5％ 

契約当事者件数（Ｂ）       5,124 4,884       4,827 4,436 4,536 102.3％ 

契約当事者件数に占める

若者の相談の割合    

（Ａ）/（Ｂ） 

   

   9.6％ 

 

   11.5％ 

 

14.2％ 

 

13.9％ 

 

15.3％ 

 

 

 

※基準年齢：成年年齢の引下げにより、令和４年度は 18 歳、令和３年度までは 20 歳で算出しています。 
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（2）契約当事者相談上位商品・役務名 

   購入方法では、前年度同様、インターネット通販による購入契約の相談が多いです。 

商品・役務では、脱毛エステなどの「理美容」のサービスに係る解約などの相談が急増し、    

前年度の約３．３倍弱となっています。また、アパートの賃貸借契約などの「レンタル 

・リース・貸借」は、３年間高く推移している状況です。 

 

           

   表 12 若者の契約当事者相談上位品名 

                                (単位：件数) 

順位  品  名 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 前年度比  

 備考 

 ［685］ ［617］ ［692］ 112.2% 

１ 理美容 19 38 124 326.3% 解約＠92、連絡不能

83、返金 44 

２ レンタル・リース・賃借 57 49 44 89.8% 
修理代 15、解約＠15、

保証金等 13、高価格・

料金 11 

３ 他の教養・娯楽 7 42 43 102.4% 
インターネット通販

33、返金 27、未成年者

契約 18 

４ 役務その他 17 27 32 118.5% 
解約＠13、返金 11、高

価格・料金 9 

５ 内職・副業 24 30 28 93.3% 
解約＠14、返金 14、サ

イドビジネス 11、SNS9 

６ 化粧品 23 26 27 103.8% 
インターネット通販

24、定期購入 20、解約

＠20、電子広告 9 

６ 教室・講座 24 31 27 87.1% 
解約＠14、電子広告 7、

解約料 5、電話勧誘 5、

高価格・料金 5 

７ 紳士・婦人洋服 18 19 22 115.8% 
インターネット 21、商

品未着 11、解約＠8、

連絡不能 8 

８ 融資サービス 7 20 21 105.0% 
多重債務 17、クレジッ

トカード 3、ローンカ

ード 3、自己破産 2 

９ 商品一般 30 37 19 51.4% 
個人情報 5、名義冒用

4、クレジットカード

3、ショートメッセー

ジ 3、詐欺 3 

10 
娯楽等情報配信サー

ビス 0 24 18 75.0% 
インターネット通販

12、ワンクリック請求

9、解約＠9、ポルノ・

風俗 5 

（注）令和２・３年度の順位は、便宜上令和４年度に従っている。 

※令和３年度における品名の改訂について（（独）国民生活センター） 

令和２年度に「放送・コンテンツ等」のデジタルコンテンツに分類していたもののうち、

趣味や娯楽を目的として主に見たり聞いたりして楽しむコンテンツを分類する「娯楽等情

報配信サービス」を新設。また、デジタルコンテンツに含まれた「娯楽等情報配信サービ

ス」以外を「役務一般」、「ソフトウエアライセンス」（ダウンロードするセキュリティ対策

ソフト等）、「他の教養・娯楽」などに分類し改訂した。 
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（3）販売購入形態別状況 

   販売購入形態別の件数でみると、30 歳未満の若者は「通信販売」が多く、次いで 

「店舗購入」が多くなっています。中でも 18 歳未満では「通信販売」が大半です。 

また、「マルチ・マルチまがい」の割合は、他の年代に比べて高く、全体の半分を 

占めます。 

          表 13 若者の販売購入形態の占める割合 

                                 （単位：件数） 

販売購入形態 全体 

 

若者 

（30 歳未満） 

若者（30 歳未満）の 

内訳※2 

若者の占め

る割合 18 歳以上

30 歳未満 

18 歳未満 

店舗購入 932 206 201 5 22.1％ 

訪問販売 382 63 63 0 16.5％ 

通信販売 1,777 251 208 43 14.1％ 

マルチ・マルチまがい 38 19 19 0 50.0％ 

電話勧誘販売 163 30 30 0 18.4％ 

ネガティブ・オプション 8 0 0 0 0％ 

訪問購入 29 0 0 0 0％ 

その他無店舗 37 2 2 0 5.4％ 

合計 3,366 571 523 48  

 ※1不明・無関係は除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以上30歳未満ｎ＝523

18歳未満ｎ＝48

若者（30歳未満）ｎ＝571

全体ｎ＝3,366

38.4%

10.4%

36.1%

27.7%

12.0%

0.0%

11.0%

11.3%

39.8%

89.6%

44.0%

52.8%

3.6%

0.0%

3.3%

1.1%

5.7%

0.0%

5.3%

4.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.9%

0.4%

0.0%

0.4%

1.1%

図８ 若者の販売購入形態割合（不明・無関係は除く）

店舗購入 訪問販売 通信販売 マルチ・マルチまがい

電話勧誘販売 ネガティブ・オプション 訪問購入 その他無店舗

※

２

内

訳
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（4）契約購入金額・既支払額 

若者の契約購入金額と既支払額の平均は、「若者以外」と比べるといずれも低額です。

前年度と比べると、平均契約購入金額の減少に伴い、平均既支払額も減少しています。 

 

        表 14 平均購入金額・平均既支払額の推移 

                              (単位：円) 

 
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

 

平均 

契約購

入金額 

若者 

（30歳未満） 
469,953 678,998 374,562 

若者以外 

（30歳以上） 604,759 679,299 555,652 

 
平均 

既支払

額 

若者 

（30歳未満） 129,244 250,727 175,784 

若者以外 

（30歳以上） 189,050 265,884 277,922 
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11 高齢者（契約当事者が 65歳以上）の相談 

 

（1） 相談状況 

     令和４年度の高齢者の契約当事者件数は 1,407 件で、前年度（1,413 件）と 

比べて６件減少しているものの契約当事者件数に占める割合は、31.0%と高い 

割合を占めています。これは、八王子市の 65 歳以上の人口構成比 27.6%（令 

和４年 12 月末日現在）を上回っています。 

 

            表 15 高齢者の契約当事者件数推移 

                                （単位：件数） 

区分 平成 30 年度 平成元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 前年度比 

高齢者の契約当

事者件数（Ａ） 

 

 1,920

（100.0％） 

      

 1,744 

（100.0％） 

     

 1,459 

(100.0％） 

 

 1,413 

（100.0％） 

   

 1,407 

（100.0％） 

 

99.6％ 

 65 歳～69 歳 

（構成比） 

 

  617 

（32.1％） 

     

  406 

（23.3％） 

      

  298 

（20.4％） 

     

  275 

（19.5％） 

     

  265 

（18.8％） 

 

96.4％ 

 70 歳代 

（構成比） 
 

  960 

（50.0％） 

      

  906 

(51.9％) 

      

  755 

（51.7％） 

     

  675 

（47.8％） 

    

  665  

（47.3％） 

  

98.5％ 

 80 歳以上 

（構成比） 
 

  343 

（17.9％） 

     

  432 

（24.8％） 

      

  406 

（27.8％） 

     

  463 

（32.8％） 

     

  477  

（33.9％） 

 

103.0％ 

契約当事者件数

（Ｂ） 
 5,124  4,884  4,827  4,436  4,536 102.3％ 

契約当事者件数

に占める高齢者

の相談の割合

（Ａ）/（Ｂ） 

   

 37.5％ 

 

 35.7％ 

 

 30.2％ 

 

 31.9％ 

 

 31.0％ 

 

 

 

 
八王子市の人口

における 65 歳

以上の割合 

※ 

 

 26.5％ 

 

    

 26.9％ 

   

 27.3％ 

   

 27.5％ 

   

 27.6％ 
 

 

 

 ※年齢別人口報告表による。（各年 12 月末日現在） 
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（2） 契約当事者相談上位商品・役務名 

    契約の商品・役務で、一番多く相談が寄せられたのは「商品一般」の 152 件で 

前年度並みであり、未だ「商品一般」の相談のうち、不審な身に覚えのないメー 

ルなどによる架空請求の相談が多くあります。一方で、インターネット通販によ 

る「化粧品」の相談が急増し、前年度の約２倍弱となっています。 

令和３年度から「放送・コンテンツ等」のデジタルコンテンツに分類していた 

もののうち、趣味や娯楽を目的として主に見たり聞いたりして楽しむ「娯楽等情 

報配信サービス」が新設され、スマートフォンなどのアダルト動画サイト登録の 

相談が引き続き多い状況です。 

 

 

           表 16 高齢者の契約当事者相談上位品名 

                                 （単位：件数） 

順

位 
品名 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 
前年度比 

備考 
［1,459］ ［1,413］ ［1,407］ 99.6％ 

１ 商品一般 181 153 152 99.3％ 
ショートメッセージ 41、迷惑メール 37、架空

請求 28 

２ 化粧品 43 69 128 185.5％ 
定期購入 114、解約＠102、インターネット通販

99 

３ 
工事・建築・

加工 129 100 99 99.0％ 家庭訪販 58、点検商法 28、高価格・料金 20 

４ 役務その他 112 94 79 84.0％ 
インターネット通販 19、解約＠19、高価格・料

金 18、信用性 14 

５ 
娯楽等情報配

信サービス 
0 41 41 100.0％ 

インターネット通販 37、ワンクリック請求 22、

ポルノ・風俗 21 

６ 

インターネッ

ト通信サービ

ス 
58 41 38 92.7％ 

解約＠19、説明不足 9、解約料 6、連絡不能 6、

電話勧誘 6 

７ 健康食品 64 46 37 80.4％ 解約＠24、定期購入 21、インターネット通販 16 

８ 
移動通信サー

ビス 
49 49 35 71.4％ 説明不足 13、高価格・料金 10、解約＠9 

９ 修理・補修 24 28 34 121.4％ 高価格・料金 12、家庭訪販 11、信用性 5 

９ 
他の金融関連

サービス 
11 19 34 178.9％ クレジットカード 12、解約＠9、難解 6 

９ 相談その他 30 33 34 103.0％ 
無回答（未入力）23、個人情報 2、個人間取引

2 

10 書籍・印刷物 25 27 25 92.6％ 解約＠12、家庭訪販 11、クーリングオフ＠8 

（注）令和２・３年度の順位は、便宜上令和４年度に従っている。 
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（3）販売購入形態別状況 

     販売購入形態別の件数でみると、65 歳以上の高齢者は「通信販売」が一番多く、 

次いで「店舗購入」が多くなっています。 

販売購入形態別の高齢者の占める割合をみると、「訪問購入」が約８割で際立っ 

て高く、「訪問販売」は約５割近くを占めます。 

 

            表 17 高齢者の販売購入形態の占める割合 

                               （単位：件数） 

 

販売購入形態※1 

 

全体 

高齢者 
（65 歳以

上） 

高齢者（65 歳以上）の内訳※2 高齢者の 

占める割合 65 歳～69 歳 70 歳代 80 歳以上 

店舗購入 932 244 48 112 84 26.2％ 

訪問販売 382 178 18 69 91 46.6％ 

通信販売 1,777 483 113 257 113 27.2％ 

マルチ・マルチまがい 38 5 0 2 3 13.2％ 

電話勧誘販売 163 60 11 21 28 36.8％ 

ネガティブ・オプション 8 3 1 2 0 37.5％ 

訪問購入 29 23 3 9 11 79.3％ 

その他無店舗 37 17 4 4 9 45.9％ 

合計 3,366 1,013 198 476 339  

※1不明・無関係は除く 

 

※

２

内

訳
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（4）契約購入金額・既支払額 

    高齢者の契約購入金額と既支払額の平均額は、「高齢者以外」と比べると 

いずれも高額です（令和３年度の平均契約購入金額を除く）。前年度と比べ 

ると、高齢者は両方とも増加しています。 
 
 
          表 18 平均購入金額・平均既支払額の推移 
 
                                （単位：円） 

 区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

 

平均 

契約購入

金額 

高齢者 

（65歳以上） 
811,148 600,446 678,024 

高齢者以外 

（65歳未満） 
481,713 715,309 451,027 

 

平均 

既支払額 

高齢者 

（65歳以上） 
297,492 305,035 367,034 

高齢者以外 

（65歳未満） 
124,339 243,431 210,187 
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12 新型コロナウイルス感染症関連の相談件数・内容 

（1）相談件数の推移（八王子市消費生活センター受付分） 

   新型コロナウイルス関連相談は、令和４年度は 48 件となり、前年度の半分となっ 

ています。件数が多い４月は３月末に終了した第６波の直後、８月は第７波の期間中、 

１２月は第８波の期間中であり、その影響により相談が増加したと思われます。 

 

 
 

（2）主な相談の内容 

   ・海産物に関する電話勧誘販売 

   ・電気料金の支払猶予 

   ・注文した覚えがないマスク など 
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図10 八王子市消費生活センター相談件数
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八王子市消費生活条例 

 

平成22年12月15日条例第42号 

  

 改正 平成29年３月28日条例第８号    

（目的） 

第１条 この条例は、市民の消費生活における利益の擁護及び増進に関し、基本理念を定め、市及び

事業者の責務並びに消費者の役割を明らかにし、市が実施する施策について必要な事項を定めるこ

とにより、市民の消費生活の安定及び向上を図ることを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 市が実施する市民の消費生活における利益の擁護及び増進に関する施策（以下「消費者施

策」という。）の推進は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力等の格差に鑑み、

消費者自らの消費生活に関する行動が現在及び将来にわたって社会に影響を及ぼし得るものである

ことに配慮し、社会の一員としての役割を果たすことができる自立した消費者を育むこと並びに次

に掲げる事項が消費者の権利であることを尊重し、消費者が自らの利益の擁護及び増進のため自主

的かつ合理的に行動することができるよう消費者の自立を支援することを基本として行わなければ

ならない。 

(１) 消費生活において、商品又はサービスにより生命、健康及び財産を侵されないこと。 

(２) 消費生活において、商品又はサービスに係る適正な表示が行われることにより、これらを適

切に選択し、適正に使用又は利用できること。 

(３) 消費生活において、商品又はサービスについて、不当な取引条件を強要されず、適正な取引

行為ができること。 

(４) 消費生活において、商品又はサービスによって不当に受けた被害から、公正かつ速やかに救

済されること。 

(５) 消費生活において、必要な情報が速やかに提供されること。 

(６) 消費生活において、教育を受ける機会が提供されること。 

(７) 消費生活において、消費者の意見が消費者施策に反映されること。 

２ 消費者施策の推進は、事業者による適正な事業活動により、消費者の安全を確保し、消費者の年

齢その他の特性に配慮して行わなければならない。 

３ 消費者施策の推進は、高度情報通信社会及び国際化の進展に的確に対応することに配慮して行わ

なければならない。 

４ 消費者施策の推進は、現在及び将来にわたっての社会経済情勢や環境に与える影響に配慮して行

わなければならない。 

（市の責務） 

第３条 市は、前条に規定する基本理念にのっとり、消費者施策を策定し、これを実施する責務を有

する。 

（国等との相互協力等） 

第４条 市は、消費者施策を実施するに当たり、必要があると認めるときは、国、東京都、他の地方

公共団体、独立行政法人国民生活センターその他関係機関に対し、協力を求め、又は適切な措置を

講ずるよう要請するものとする。 

２ 市は、国が実施する消費者基本法（昭和43年法律第78号）第２条に規定する消費者政策及び前項

の機関が推進する事業について協力を求められた場合において必要があると認めるときは、これに

応ずるものとする。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、消費者に対し、商品又はサービスの供給その他の事業活動を行うときは、次に掲

げる責務を有する。 

(１) 消費者の安全及び消費者との取引における公正を確保すること。 

資料 



43 

 

(２) 消費者に対し、必要な情報を明確かつ平易に提供すること。 

(３) 消費者との取引に際して、消費者の知識、経験及び財産の状況等に配慮すること。 

(４) 消費者との間に生じた苦情を適切かつ迅速に処理するために必要な体制の整備等に努め、当

該苦情を適切に処理すること。 

(５) 市が実施する消費者施策に協力すること。 

(６) 環境の保全に配慮すること。 

（消費者の役割） 

第６条 消費者は、自ら進んで消費生活に係る必要な知識を修得し、及び必要な情報を収集する等自

主的かつ合理的に行動するよう努めなければならない。 

２ 消費者は、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来にわたって社会経済情勢や環境に影響を

及ぼし得るものであることに配慮し、自主的かつ合理的に行動することにより、公正で持続可能な

社会の形成に積極的に参画するよう努めなければならない。 

（消費生活基本計画） 

第７条 市長は、市が実施する消費者施策を総合的かつ計画的に推進するため、八王子市消費生活基

本計画（以下「消費生活基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 市長は、消費生活基本計画の策定及び変更に当たっては、あらかじめ、八王子市消費生活審議会

（第21条に規定する八王子市消費生活審議会をいう。以下第18条において同じ。）の意見を聴かな

ければならない。 

３ 市長は、消費生活基本計画の策定及び変更をしたときは、速やかにこれを公表しなければならな

い。 

（情報の収集及び提供） 

第８条 市長は、市民の消費生活の安定及び向上を図るため、消費生活に関する必要な情報を収集す

るとともに、市民に対し、その情報を提供するものとする。 

（消費者教育等の充実） 

第９条 市長は、市民が消費生活において、公正で持続可能な社会の形成に積極的に参画をするた

め、並びに自らの利益の擁護及び増進をするため、自主的かつ合理的に行動することができるよ

う、消費者教育、消費者啓発その他の必要な施策の充実に努めるものとする。 

２ 前項に規定する消費者教育等の充実に関する基本的事項は、次のとおりとする。 

(１) 幼児期から高齢期に至るまでの各段階に応じて体系的に行うとともに、年齢、障害の有無そ

の他の特性に配慮し実施すること。 

(２) 学校、地域、家庭、職域その他の消費者教育等が行われる場の特性に応じて実施すること。 

（消費者活動等の支援） 

第10条 市長は、消費生活の安定と向上を図るために市民が自主的に行う調査、研究学習等の活動に

対して、必要な支援を行うことができる。 

（消費者の意見等の反映） 

第11条 市長は、消費者の意見、要望等を市が実施する消費者施策に反映するよう努めるものとす

る。 

（表示の適正化） 

第12条 事業者は、商品又はサービスの供給に当たり、消費者が商品又はサービスの品質、機能、価

格、量目等を容易に識別できるよう適正に表示しなければならない。 

（計量の適正化） 

第13条 事業者は、商品又はサービスの供給に当たり、消費者の不利益とならないよう適正に計量し

なければならない。 

（包装等の適正化） 

第14条 事業者は、その供給する商品等に過大な包装及び容器を用いないようにしなければならな

い。 

（広告宣伝の適正化） 

第15条 事業者は、商品又はサービスの広告宣伝について、虚偽又は誇大な表現その他消費者の適切

な判断を誤らせるおそれのある広告宣伝をしないようにしなければならない。 

（不適正な取引行為の禁止） 
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第16条 事業者は、消費者との間で行う取引に関して、次のいずれかに該当する行為であって市規則

で定めるもの（以下「不適正な取引行為」という。）を行ってはならない。 

(１) 消費者を訪問し、又は電話機、ファクシミリ装置その他の通信機器若しくは情報処理の用に

供する機器を利用して広告宣伝を行うことにより、消費者の意に反して、又は消費者にとって不

適当な契約と認められるにもかかわらず若しくは消費者の判断力不足に乗じることにより、契約

の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。 

(２) 法令に定める書面（当該書面に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。）を消費者に

交付する義務、広告における表示義務その他事業者が消費者に情報を提供する義務に違反して、

契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。 

(３) 消費者に対し、販売の意図を隠し、商品若しくはサービスの品質、安全性、内容、取引条

件、取引の仕組み等に関する重要な情報であって、事業者が保有し、若しくは保有し得るものを

提供せず、若しくは誤信を招く情報を提供し、又は将来における不確実な事項について断定的判

断を提供して、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。 

(４) 消費者を威迫して困惑させ、又は迷惑を覚えさせるような方法で、若しくは消費者を心理的

に不安な状態若しくは正常な判断ができない状態に陥らせ、契約の締結を勧誘し、又は契約を締

結させること。 

(５) 取引における信義誠実の原則に反し、消費者に不当な不利益をもたらすこととなる内容の契

約を締結させること。 

(６) 消費者又はその関係人を欺き、威迫して困惑させる等不当な手段を用いて、消費者又はその

関係人に契約（契約の成立又はその内容について当事者間で争いのあるものを含む。）に基づく

債務の履行を迫り、又は当該債務の履行をさせること。 

(７) 契約若しくは法律の規定に基づく債務の完全な履行がない旨の消費者からの苦情に対し、適

切な処理をせず、履行を不当に拒否し、若しくはいたずらに遅延させ、又は継続的取引におい

て、正当な理由なく取引条件を一方的に変更し、若しくは消費者への事前の通知をすることなく

履行を中止すること。 

(８) 消費者の正当な根拠に基づく契約の申込みの撤回、契約の解除若しくは取消しの申出若しく

は契約の無効の主張に際し、これらを妨げて、契約の成立若しくは存続を強要し、又は契約の申

込みの撤回、契約の解除若しくは取消し若しくは契約の無効の主張が有効に行われたにもかかわ

らず、これらによって生じた債務の履行を不当に拒否し、又はいたずらに遅延させること。 

(９) 商品若しくはサービスを販売する事業者又はその取次店等実質的な販売行為を行う者からの

商品又はサービスの購入を条件又は原因として信用の供与をする契約若しくは保証を受託する契

約（以下「与信契約等」という。）について、消費者の利益を不当に害することが明白であるに

もかかわらず、その締結を勧誘し、若しくは締結させ、又は消費者の利益を不当に害する方法で

与信契約等に基づく債務の履行を迫り、若しくは債務の履行をさせること。 

（苦情の処理） 

第17条 市長は、市民の消費生活における苦情の申出があったときは、適切かつ迅速に解決するた

め、必要な助言、あっせんその他必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市長は、前項の苦情の処理を行うに当たっては、国、東京都、他の地方公共団体、独立行政法人

国民生活センターその他関係機関との連携に努めるものとする。 

３ 市長は、第１項の苦情を処理するために必要があると認めるときは、事業者その他の関係人に対

し、必要な資料の提出、報告又は説明の要求その他必要な調査を行うことができる。 

（指導及び勧告） 

第18条 市長は、第16条各号に規定する不適正な取引行為がなされていると認めるときは、事業者に

対し、是正するよう指導することができる。 

２ 市長は、前項の規定による指導を行った場合において、当該指導を受けた事業者が、正当な理由

がなく指導に従わないときは、八王子市消費生活審議会の意見を聴いて勧告することができる。 

（公表） 

第19条 市長は、前条第２項の勧告を受けた事業者がその勧告に従わないときは、当該事実及び事業

者名を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定による公表を行おうとするときは、市規則で定めるところにより、当該公表



45 

 

の対象となる事業者に意見を述べる機会を与えなければならない。 

（消費生活センター） 

第20条 市は、市民の消費生活における利益の擁護及び増進を図り、市民の消費生活の安定及び向上

を図るため、消費者安全法（平成21年法律第50号）第10条第２項の規定に基づき、八王子市消費生

活センター（以下「センター」という。）を設置する。 

２ センターは、次に掲げる業務を行う。 

(１) 消費者安全法第８条第２項各号に掲げる業務 

(２) 前号に掲げるもののほか、消費生活に関し市長が必要と認める業務 

３ 市長は、市民の消費生活における苦情の申出について必要な助言、あっせん等の措置を講ずるた

め、センターに消費生活相談員を置く。 

４ センターの組織及び運営について必要な事項は、市長が別に定める。 

（消費生活審議会） 

第21条 市民の消費生活における利益の擁護及び増進を図り、市民の消費生活の安定及び向上を図る

ため、市長の附属機関として、八王子市消費生活審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、答申する。 

(１) 消費生活基本計画に関すること。 

(２) 第18条第２項に規定する勧告に関すること。 

(３) 市民の消費生活の安定及び向上にかかわる重要事項 

３ 審議会は、委員10人以内をもって組織する。 

４ 審議会の委員は、学識経験者、消費者、事業者その他市長が必要と認める者のうちから市長が委

嘱する。 

５ 審議会の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 審議会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とす

る。 

７ 前各項に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、別に定める。 

（消費生活啓発推進委員） 

第22条 市長は、市民の安全で快適な消費生活の推進に対して熱意と識見を有する者のうちから、消

費生活啓発推進委員を委嘱することができる。 

２ 前項の消費生活啓発推進委員は、市民の消費生活に関する知識の普及及び自主的な活動の推進を

行うとともに、市が実施する消費者施策への協力を行うものとする。 

３ 前２項に定めるもののほか、消費生活啓発推進委員について必要な事項は、別に定める。 

（委任） 

第23条 この条例の施行について必要な事項は、市規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月28日条例第８号） 

この条例は、平成29年４月１日から施行する。 
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（平成29年度～平成33年度） 

－概 要 版－ 

平成２９年３月 八王子市 

八王子市消費生活基本計画は、「八王子市消費生活条例」に基づき、市民の

消費生活の安定及び向上を図るための消費者施策を、総合的かつ計画的に推進す

るための基本的な計画として、平成 24年に策定されました。同「基本計画」の計画期

間の最終年度をむかえ、消費者を取り巻く状況の変化を考慮した次期計画として「第

２期八王子市消費生活基本計画」を策定します。 

 

 

 

 

 

 

  高度情報化の進展等により消費生活と経済社会の関わりが多様化する現在、商品

の選択や購入は様々な方法で容易にできるようになった一方で、新たな取引形態に

よる消費者被害が発生しています。このような社会環境のもとで消費者が安全・安

心で豊かな消費生活を営む社会を実現するためには、情報提供や被害救済を待つだ

けではなく、消費者自身が被害を回避したり、それに対処したりするための力を持

つ、自立した消費者となることが重要となっています。 

  また、私たち一人ひとりの消費生活が、結果として地球環境や経済社会の形成に

大きな影響を与えるようになった現代社会においては、自分だけでなく、周りの人々

や、将来の世代、内外の社会情勢や地球環境にまで思いをはせることのできる、社

会の一員としてよりよい社会の発展のために積極的に関与する消費者を育むことが

求められています。 

  第２期消費生活基本計画の策定にあたり、従来の「安全・安心な消費生活」から

さらに進んで、国の「消費者基本計画」及び「消費者教育推進法」に示された「消

費者市民社会の形成」という観点を取り込み、消費者教育の推進を含めた消費者施

策に関わる総合的な計画として施策を展開します。 

 

 

第２期八王子市消費生活基本計画 

計画の理念 
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  計画の理念を達成するため、以下の３点を重要課題に設定し施策を推進します。 

 

重要課題１ 消費生活の環境基盤整備 

 

市民が消費に関して不安を抱くことなく、消費生活を安心して送ることができるよう、関係機関

との連携を深めるとともに、地域の多様な機関・団体との連携を強化し、地域で支え合うことがで

きるネットワークづくりを進めます。また、消費者の不安の解消、消費者トラブルの回避につながる

有益な情報を多様な機会を活用して提供するとともに、適正表示、適正取引の確保に向けて

事業者との連携のもとに安心できる市内消費環境の整備に取り組みます。 

 

 

重要課題２ 消費者教育の推進 

 

消費者市民社会の形成とは、公正かつ持続可能な社会に向け、一人ひとりの消費者が自ら

考え主体的に行動できるようになることであり、そのためには生涯にわたる消費者教育の充実を図

ることが求められます。幼児期から高齢期までのライフステージに応じた効果的な消費者教育が体

系的に行われるよう、学習機会の提供とともに、その担い手の育成等に取り組みます。また本市

では大学生を中心とした若者や高齢者の消費生活相談が多いことなどから、これらの特性も考

慮した効果的な消費者教育を推進していきます。 

 

 

重要課題３ 消費者被害の防止・救済 

 

複雑化・多様化する消費者被害を未然に防止することは、安全・安心な消費生活の前提と

なるものです。また、消費者トラブルにあった場合には、迅速に被害の回復に向けて支援することが

求められます。消費生活センターを中心に、消費者トラブルに関する迅速な情報提供や相談の

充実を図るとともに、気軽に相談できる相談体制の充実に努めます。また、悪質な事業者に対し

ては、関係機関との連携のもと、事業者名の公表などの指導を行います。 

  

重要課題 
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目標設定 
「八王子市消費者団体連絡会」 

の加盟団体数 

現 状 

(平成 27 年度） 

 
平成 33年度 

4 団体  8 団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標設定 様々な研修・講座の受講者数 

現 状 

(平成 27 年度） 

 
平成 33年度 

1,426 人  2,500 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

消費生活の環境基盤整備 

（1）情報の収集と効果的な発信 

（2）商品・サービスの安全性の確保 

（3）適正な表示、適正な取引の実現 

消費者教育の推進 重要課題２ 

（1）効果的な啓発・情報提供の推進 

（3）公正かつ持続可能な社会に向けた 

消費行動の支援 

計画の体系 

重要課題１ 

施策の方向 2-2 消費者教育推進の担い手の 

育成と資源の活用 
消費者教育を継続して推進していくために、その

担い手の育成と効果的な教材の開発と活用に努め
ます。 

施策の方向 2-1 自立し、行動する消費者 

市民を育む取り組み 
消費者が自立して合理的な判断のもとに行動でき

るよう、商品や取引等に関する正しい情報を効果的
に提供していきます。また、児童・生徒、大学生、
若者、高齢者などに向け、ライフステージや様々な
場に応じた消費者教育を推進すると共に、自らの消
費活動が、社会や環境に影響を及ぼす可能性がある
ことを自覚し、公正かつ持続可能な社会の実現に向
けた行動ができるよう支援していきます。 

施策の方向 1-1 関係機関との連携の強化 
市役所内のみならず、国や東京都などの関係機関

との連携の強化、町会・自治会、商店会、商工会議
所などの地域との連携強化に努め、互いに支え合う
ネットワークづくりを進めます。また、中核市移行
に伴い権限移譲された計量業務を実施することに
より、市内事業者との情報交換をはじめとする密接
な関係を築き、連携の強化を図ります。 

施策の方向 1-2 安心できる市内消費環境づくり 
消費生活の安定向上を図る情報について、関係機関

との連携のもとに、市広報・ホームページなどで迅
速に提供していく他、各種イベントなどの多様な機
会を活用し分かりやすく適切に伝えます。また、商
品やサービス等の安全性を確保するため、市民や事
業者に対する講習会や相談会等を開催するととも
に、法律に基づく様々な立入検査等を実施します。 

（1）消費者教育の担い手の育成 

（2）効果的な教育資材の開発・活用 

（2）ライフステージや様々な場に応じた 

消費者教育の推進 

（1）関係機関とのネットワークの強化 

（2）事業者、商店会等との連携強化 
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目標設定 
消費生活センターの認知度 

※相談場所としての認知度 

現 状 

(平成 28 年度） 

 
平成33年度 

18.2％  30.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

第２期八王子市消費生活基本計画の推進に向けて、八王子市消費生活センターが中心と

なり、市役所内関係部署、国、東京都などの関係機関及び地域の関係機関などと密接に連携

した推進体制で取り組みます。 

 

 

 
  

第２期八王子市消費生活基本計画を総合的かつ計画的に推進していくため、施策の取り組

みについて検証・評価を行い、さらなる推進に反映させていくことが求められます。そのために、毎年

度、計画に関連する施策について、八王子市消費生活審議会に報告するとともに、同審議会か

らの意見等に基づき、施策実施内容の充実に努めます。 

施策の取り組み状況は、市政世論調査などによる検証・評価も行い、計画全体の着実な推

進を図っていきます。また、実施された検証・評価の結果は、ホームページなどを通じて公表していき

ます。 

消費者被害の防止・救済 重要課題３ 

（1）相談・情報提供による消費者被害 

の防止・予防の強化 

（1）相談体制の充実による救済の強化 

（2）関係機関と連携した事業者指導 

（3）相談員の専門的な知識の向上 

施策の方向 3-1 消費者被害の防止・予防 
消費者自身がトラブルを回避できるよう、相談会

や啓発活動を行うとともに、類似被害の拡大防止に
向け具体的な消費者トラブルの事例を迅速に提供
します。 

施策の方向 3-2 消費者被害の救済 
寄せられる消費生活相談に対して、あっせん、助

言などの適切な対応に努めます。また、被害の回復
に向けて適切な対応ができるよう、相談員の専門知
識向上に努めるとともに、状況に応じて関係機関と
連携を図り、専門的な相談や事業者への指導を実施
します。 

計画の推進体制 

取り組みの検証・評価及び公表 

第２期八王子市消費生活基本計画 

（平成29年度～平成33年度） 

－概要版－ 

発行 八王子市 
編集 八王子市消費生活センター 

〒192-0082 
八王子市東町5-6 生涯学習センター（クリエイトホール）地下1階 
電話 042-631-5456／FAX 042-643-0025 
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（平成29年度～平成33年度） 

－概 要 版－ 

平成２９年３月 八王子市 

 

「八王子市消費者教育推進計画」は、消費者教育推進法に基づき、消費者教

育の推進に関する施策・事業を具体的に推進するとともに、第２期八王子市消費

生活基本計画の重要課題である「消費者教育の推進」に関する施策・事業を具体

的に推進していくための実施計画と位置づけて策定します。 

 

 

 

 

   

消費者が安心して、安全で豊かな消費生活を営むことのできる社会を実

現するために、消費者被害等の速やかな情報提供や被害救済等の適切な対

応が重要であることはいうまでもありません。しかし、変化の激しい現代

社会においては、単に被害事例について学ぶだけではなく、消費者自身が、

事前に被害を認識し、危険を回避したり、被害にあった場合に適切に対処

することができる能力が重要であり、「自ら考え自ら行動する」自立した

消費者の育成が今まで以上に求められています。 

また、私たち一人ひとりの消費生活が、結果として地球環境や経済社会

の形成に大きな影響を与えるようになった現代社会においては、自分だけ

でなく、周りの人々や、将来の世代、内外の社会情勢や地球環境にまで思

いをはせることのできる社会の一員として、よりよい社会の発展のために

積極的に関与する消費者を育むことが求められています。 

 

 

八王子市消費者教育推進計画 

計画策定の背景と趣旨 
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消費者市民社会の実現に向けて、本市の消費者教育推進の基本的な方向性を

次のとおり定めます。 

  

 

 

消費生活を送る上で必要となる情報が、それを必要としている消費者の手元に届くよう、より的確に対象を

絞った情報提供方法を工夫するなど、多様な形態での情報提供を進めます。また、消費者市民社会の啓

発など、消費者教育の必要性・重要性についても情報発信していきます。 

 

（１）多様な形態での 

情報提供 

市広報・ホームページ、テレメディア、消費生活ニュース、くらしのレポートなどの多

様な情報媒体を活用し、消費者及び事業者に分かりやすく、適切な情報を伝

えます。また、若者を中心に普及しているＳＮＳの活用や街頭での啓発など、対

象や内容に応じた効果的で迅速な情報提供に取り組みます。 

（２）専門的な講座の 

実施 

（独）国民生活センター、東京都金融広報委員会や事業者団体など専門

的な知識をもった関係機関と連携して講座を実施します。 

（３）出前講座の実施 
町会・自治会、地域包括支援センターなどと連携して、職員が講師として市民

の元へ出向く出前講座を実施します。 

（４）各種イベントでの 

啓発 

市民と協力して、消費生活フェスティバル、環境フェスティバル、生涯学習フェステ

ィバル、パネル展などの様々なイベントの機会を利用して消費者に啓発活動を実

施します。 

（５）民間施設への 

啓発冊子の配備 

消費者にわかりやすい啓発冊子を作成し、市民に配布します。情報が得にくい

高齢者が消費者被害などの情報を把握しやすいように公の施設だけでなく、民

間の施設への啓発冊子の配備などを推進します。 

（６）地域活動団体等 

への学習支援 

地域で活動する団体や児童館などの地域活動拠点に向け、消費者教育に関す

る学習活動の支援を行います。また、 市民のニーズにあった消費生活講座や出前

講座を実施し、消費生活に関する意識を高める学習機会を提供します。 

 

 

 

 

 

生涯学習の観点に立ち、幼児期から高齢期までの各段階や、学校、地域、家庭、職域といった様々な場

の特性に応じた、体系的な消費者教育を、関係団体等との役割分担・連携のもと推進します。発達段階ご

とに求められる学習目標に応じて内容や方法を工夫していきます。 

 

（１）幼児 

（保護者等を含む） 

幼稚園・保育所における日々の教育・保育の実践における取り組みのほか、でき

るだけ早い時期から幼児とその保護者が、自らの安全を守る知識を身に付けら

れるよう、子育て中の保護者が集まるイベント等で消費者教育を行います。 

計画の事業展開 

効果的な啓発・情報提供 

ライフステージや様々な特性 
に応じた体系的な消費者教育 

 
１ 

 
２ 
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（２）小学生・中学生・ 

高校生 

小さい頃から消費に対する関心を高めていくために、学習指導要領などに基づ

き、社会科（生産から販売の消費生活の様子）、家庭科（物や金銭の使い

方と買い物）をはじめ、幅広い領域において消費者教育を実施します。また、学

校外における学習機会の提供に努めます。 

（３）若者（大学生・ 

新社会人等） 

学生を中心とした若者に効果的に情報提供を行うために、大学コンソーシアム八

王子を通じた情報提供をはじめ、新入生ガイダンスでの周知・啓発、大学などにお

ける出前講座・パネル展などを実施します。また、大学教職員向けの消費者教育

研修を開催するなど、学生を取り巻く関係者への意識啓発と情報提供も進めて

いきます。また、市内企業と連携して、新社会人への啓発活動を実施します。 

（４）成人一般 

情報紙の発行やホームページ等を活用した情報発信、講座、講演会の開催な

どの他、職場や事業団体などの研修への参加など、市内で働く従業員に対する

消費者教育や啓発活動を行います。また、本市の消費生活センターの更なる

ＰＲに努めるとともに、すべてのライフステージを対象とした講座を生涯学習の一

環として推進します。 

（５）高齢者 

シニアクラブへの出前講座など直接的な教育機会の提供にとどまらず、消費者

被害にあうリスクの高い高齢者に対して安心して消費生活を送ることができるよう

に、民生委員児童委員協議会、地域包括支援センターなど、対象となる消費

者に日ごろ接している関係機関に向けた見守り講座を開催するなど、効果的に

情報提供ができるように取り組んでいきます。 

（６）障害者 

障害者が安心して消費生活を送ることができるように社会福祉施設や福祉サー

ビス提供事業者など、地域の福祉関係機関に向けた見守り講座を開催するな

ど、効果的に情報提供ができるように取り組んでいきます。 

（７）外国人市民 
外国人市民を対象に消費者トラブル防止の啓発活動、多言語のホームページ

や八王子国際協会等を通じた消費者トラブルに関する情報提供を行います。 

 

 

 

 

消費者が、自らの消費生活に関する行動が、現在及び将来の世代にわたって、社会経済情勢及び地球

環境に影響を及ぼす可能性があることを自覚し、公正かつ持続可能な社会の実現に向けた行動ができるよう、

特に関心の高い食の安全や安心等の身近なテーマを入り口に、啓発やイベントを通じて支援していきます。 

 

（１）食育と地産地消 

の推進 

第２期八王子市食育推進計画に基づき、幼児から高齢者まですべてのライフ

ステージを対象に、教材作成を進めながら地域一体となった取り組みを進めま

す。また、「地産地消」を推進するとともに、生産者と消費者の交流を図り、農業

体験等に取り組みます。 

小中学校においては、食育リーダーを中心とした食育推進体制を組織し、食に

関する指導の全体計画や年間指導計画の作成、授業改善を支援するなど、

各教科・領域、給食・給食時間を通して、食育を実践します。 

（２）食の安心と食品 

表示 

消費者が「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得できるよう、食育推進

運動とともに消費者教育を推進します。また、食品の表示を正しく理解し活用で

きる消費者の育成に努めます。 

公正かつ持続可能な社会に向けた取り組み 

 
３ 
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（３）環境関連講座等 

の開催 

市民の環境への関心と理解を深め、環境に配慮した消費行動を推進するため、

環境フェスティバルをはじめとする環境関連の各種イベント、講座を実施します。 

（４）ごみ減量の啓発 

ごみの減量・資源化に向けた意識の高揚と行動を促進するため、ダンボールコン

ポスト講習会や各種啓発活動、イベントなどを実施します。清掃工場において

は、環境教育・学習や環境情報の発信などを総合的に行う拠点づくりを進める

ため、環境関連の各種イベント、講座を実施します。 

（５）倫理的（エシカ

ル）消費 ※の啓

発 

障害者の作った製品やフェアトレード商品の購入など、人や社会・環境に配慮し

た消費行動を推進するため、倫理的（エシカル）消費(※)関連の各種イベン

ト、講座を実施します。 

学習指導要領などに基づき、社会科、家庭科をはじめ、幅広い領域において消

費者教育を実施します。 

※ 倫理的（エシカル）消費：障害者の作った製品、寄付付き商品、フェアトレード商品、エコ商品、リサイクル製

品の購入など、消費者それぞれが、各自にとっての社会的課題の解決を考慮したり、そうした課題に取り組む事

業者を応援したりしながら消費活動を行うことです。（出典 消費者庁「倫理的消費」調査研究会 中間とりまと

め～あなたの消費が世界の未来を変える～） 

 

 

 

 

ライフステージや場に応じた消費者教育を行うため、消費者教育と関連のある多様な分野で担い手となる

人材の発掘・育成や活用を図ります。また、ライフステージごとに利用しやすいパンフレットやＤＶＤ等の教材の

充実とその活用を図ります。 

 

（１）消費者教育の担

い手の育成 

消費者が生涯を通じて学べるよう、消費関連団体をはじめ、学校や地域の人

材、消費者個人など、消費者教育の幅広い担い手を育成して行きます。 

（２）教育資材の作成・

活用 

自主的な学習活動支援を行うため、消費関連教材の開発と、貸出などの活用

を図ります。 

（３）消費者団体・事業

者団体等との連携 

行政の消費生活部門、教育機関や消費者団体だけでなく、事業者・事業者

団体、民間機関など、消費者教育等を担いうる多様な団体・機関と連携し、そ

れぞれの得意分野のノウハウを有効に活用していきます。 
 

 

 

 

 

八王子市消費者教育推進計画の推進に向けて、八王子市消費生活センターが中心となり、

市役所内関係部署、国、東京都などの関係機関及び地域の関係機関などと密接に連携した

推進体制で取り組みます。 

  

消費者教育の担い手の育成・活用 

計画の推進 

 
４ 

八王子市消費者教育推進計画 

（平成29年度～平成33年度） 

－概要版－ 

発行 八王子市 
編集 八王子市消費生活センター 

〒192-0082 
八王子市東町5-6 生涯学習センター（クリエイトホール）地下1階 
電話 042-631-5456／FAX 042-643-0025 
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第２期八王子市消費生活基本計画  

【追補版】  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

令和４年２月八王子市  
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第１部 計画策定にあたって  
 

 第２章 計画の基本的な考え方  

「３ 計画の期間」の次に以下（枠内）を追加する。             ※（本編 P.7）  

 

 

追補  

４ 計画期間の延長  

第２期八王子市消費生活基本計画の計画期間が令和３年度で終了することから、次期計画

の策定を検討したところ、新型コロナウイルス感染症拡大による社会情勢の変化を見極め、

国・東京都の計画策定状況や消費生活行政の方針などを次期計画に取り入れる必要があるこ

とから、第 2 期八王子市消費生活基本計画を令和５年度までの２年間延長します。  

  

５ 追加する施策  

現計画の計画期間を延長するにあたり、従来の事業をさらに充実するとともに、喫緊の課

題を解決するため令和５年度までに追加する施策として以下の施策を推進し、重要課題の目

標を設定します。  

（1） 成年年齢引下げに関する教育・啓発  

（2） ＳＤＧｓの普及・啓発  

（3） 教育教材のデジタル化  

  

※（本編Ｐ．〇）は、平成 29 年（2017 年）3月発行の「第 2期八王子市消費生活基本計画」の頁を 

記載しています。  
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 第２部 計画の重要課題と体系  

 

第３章 施策の展開  

 「重要課題１」の「目標設定」に令和５年度目標数値を追加する。   （本編 Ｐ.29）  

重要課題１  消費生活の環境基盤整備           

  

  追補  

目標設定  
「八王子市消費者団体連絡会」の 

加盟団体数  

現状  

（平成 27 年度） 令和３年度  令和５年度  

４団体  ８団体  ８団体  

  

 「重要課題 2」の「目標設定」に令和５年度目標数値を追加する。   （本編 Ｐ.32） 

重要課題２  消費者教育の推進              

  

  追補   

目標設定  様々な研修・講座の受講者数  

現状  

（平成 27 年度） 
令和３年度  令和５年度  

1,426 人  2,500 人  3,500 人  

  

 「重要課題 3」の「目標設定」に令和５年度目標数値を追加する。   （本編 Ｐ.36） 

重要課題３  消費者被害の防止・救済           

                                                        

 
  追補   

目標設定  
消費生活センターの認知度  

※相談場所としての認知度  

現状  

（平成 28 年度） 
令和３年度  令和５年度  

18.2%  30.0％  40.0％  
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重要課題２  消費者教育の推進  

  

施策の方向２－１ 自立し、行動する消費者市民を育む取り組み  

消費者が自立して合理的な判断のもとに行動できるよう、商品や取引等に関する正しい情報を効果的

に提供していきます。また、児童・生徒、学生、若者、高齢者などに向け、ライフステージや様々な場

に応じた消費者教育を推進すると共に、自らの消費活動が、社会や環境に影響を及ぼす可能性があるこ

とを自覚し、公正かつ持続可能な社会の実現に向けた行動ができるよう支援していきます。  

   

「（２）ライフステージや様々な場に応じた消費者教育の推進」の№7 の次に以下（枠内）を追加する。                                                  

（本編 Ｐ.33）   

追補 成年年齢引下げに関する教育・啓発     

ＮＯ  事業名  主な取り組み  所管課名   

 

8  
未成年者・保護者等

への教育・啓発  

18 歳到達前の未成年者や保護者等、また成年に達した若者

に対して、「18 歳成年」の権利・義務や成年年齢引下げについ

ての情報を提供し、契約の知識、適正な金銭感覚を身につけ、

自ら主体的に選択・行動できる消費者市民を育みます。  

  

消費生活センター  

  

 

  

  

「（３）公正かつ持続可能な社会に向けた消費行動の支援」の№4 の次に以下（枠内）を 追加する。                                                     

（本編 Ｐ.34）   

追補 ＳＤＧｓの普及・啓発    

ＮＯ  事業名  主な取り組み  所管課名   

 
  

5  

  

SDGｓの推進  

様々な社会の課題と SDGｓとのつながりを知り、「持続可能な世

界を築くためには、何をしたら良いのか。一人ひとりが、どのよう

に目標達成に貢献できるのか」を考え、実行できる消費者市民

を育みます。  

消費生活センター  
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施策の方向２－２ 消費者教育推進の担い手の育成と資源の活用  

消費者教育を継続して推進していくために、その担い手の育成と効果的な教材の開発と活用に努めま

す。  

「（２）効果的な教育資材の開発・活用」の№1 の次に以下（枠内）を追加する。  

（本編 Ｐ.35）  

追補 教育教材のデジタル化                              

ＮＯ  事業名  主な取り組み  所管課名  

 

 

2 デジタルの特性に合

わせた教材開発の

推進  

  

市立学校における授業での PC 活用が標準になることで、教育

教材のデジタル化が進んでいます。デジタルの特性を生かし、

消費者教育の副読本を電子化し、子どもたちが消費生活を身近

に捉え、賢い消費者として行動できるように努めます。  

消費生活センター 

教育指導課  

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 
  

第２期 八王子市消費生活基本計画【追補版】   

令和４年２月   

         発行   八王子市     編集   八王子市消費生活センター   

     〒 192 - 0082   

     八王子市東町５－６   生涯学習センター（クリエイトホール）地下１階   

     電話 ０４２ - ６３１ - ５４５６   /   FAX   ０４２ - ６４３ - ００２５   
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八王子市消費者教育推進計画  

【追補版】  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

令和４年２月八王子市  
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第１部 消費者教育の背景と趣旨  
 

「３ 計画の位置づけ」の次に以下（枠内）を追加する。                   ※（本編 Ｐ.２） 

追補 計画期間の延長と追加する施策  

 八王子市消費者教育推進計画の計画期間が令和３年度で終了することから、次期計画の策定を検

討したところ、新型コロナウイルス感染症拡大による社会情勢を見極め、国・東京都の計画策定

状況や消費者教育の方針などを次期計画に取り入れる必要があると判断しました。  

八王子市消費者教育推進計画は、第２期八王子市消費生活基本計画の実施計画に位置付けられ

ています。消費者教育推進計画を第２期八王子市消費生活基本計画と併せ、令和５年度までの２

年間延長します。  

 第２期八王子市消費生活基本計画の計画期間延長に伴い、その間に従来の事業の充実を図りなが

ら、八王子市消費者教育推進計画に追加する施策として、以下の３つの視点についての事業を追

加します。  

（１） 成年年齢引下げに関する教育・啓発  

（２） ＳＤＧｓの普及・啓発 

（３） 教育教材のデジタル化  

 

第２部 計画の事業展開第２章 事業の内容

 

   ライフステージや様々な特性 

に応じた体系的な消費者教育   
 

「（７）外国人市民 事業例」の次に以下（枠内）を追加する。        （本編 Ｐ.12） 

追補 成年年齢引下げに関する教育・啓発  

（８）未成年者・保護者等  

 18 歳到達前の未成年者や保護者等、また成年に達した若者に対して、「18 歳成年」の権利・

義務や成年年齢引下げについての情報を提供し、契約の知識、適正な金銭感覚を身につけ、自

ら主体的に選択・行動できる消費者市民を育みます。  

事業例  所管課  

・成年年齢引下げに関する教育・啓発の実施 消費生活センター  

 

※（本編Ｐ.〇）は、平成 29 年（2017 年）３月発行の「八王子市消費者教育推進計画」の頁を記載してい

ます。  

 

２

」 
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    ３  公正かつ持続可能な社会に向けた取り組み  
 

  

（１）食育と地産地消の推進                                （本編 P.12）  

第２期八王子市食育推進計画に基づき、幼児から高齢者まですべてのライフステージを対

象に、教材作成を進めながら地域一体となった取り組みを進めます。また、「地産地消」を推

進するとともに、生産者と消費者の交流を図り、農業体験等に取り組みます。  

 小中学校においては、食育リーダーを中心とした食育推進体制を組織し、食に関する指導の

全体計画や年間指導計画の作成、授業改善を支援するなど、各教科・給食等を通して、食育

を実践します。  

事業例  所管課  

・食育の推進  

・小･中学校での食育の実践  

・地産地消の推進  

・農業体験の実施  

健康政策課 

教育指導課 

学校給食課 

農林課  

上記「事業例」に以下を追加する。  

・学校給食における食品ロス削減の取り組み 追補  

  

（４）ごみ減量の啓発                                     （本編 P.13）  

ごみの減量・資源化に向けた意識の高揚と行動を促進するため、ダンボールコンポスト講

習会や各種啓発活動、イベントなどを実施します。清掃工場においては、環境教育・学習や

環境情報の発信などを総合的に行う拠点づくりを進めるため、環境関連の各種イベント、講

座を実施します。  

事業例  所管課  

・ごみ減量・リサイクル推進の啓発活動の実施  

・ダンボールコンポスト講習会の開催  

・清掃工場における各種イベント、講座の開催  

ごみ減量対策課  

戸吹クリーンセンター 

北野清掃工場  

上記「事業例･所管課」に以下を追加する。  

・食品ロス削減の啓発活動の実施 追補  

・学校給食の食品残さ再生堆肥の活用 追補                 学校給食課 追補   
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「（５）論理的(エシカル)消費の啓発」の次に以下（枠内）を追加する。     （本編 P.13）  

追補  ＳＤＧｓの普及・啓発  

（６）ＳＤＧｓの取り組みの発信  

ＳＤＧｓ（世界が合意した 17 の持続可能な開発目標）達成のために取り組まれている

事例を、広く市民や企業等に向けて発信することで、ＳＤＧｓへの関心を高め、公正かつ

持続可能な社会の実現に近づけます。  

事業例  所管課  

・消費者志向経営の事例の発信    

・市内事業者等へのＳＤＧｓの普及・啓発  

・市民の身近なＳＤＧｓの取り組みを紹介  

消費生活センター 

企業支援課 

産業政策課  

  

  

     ４  消費者教育の担い手の育成・活用  
  

「（２）教育資材の作成・活用」の次に以下（枠内）を追加する。   （本編 Ｐ.14）  

追補 教育教材のデジタル化  

デジタルの特性を生かし、消費者教育の教材を電子化し、子どもたちが消費生活を身近

に捉え、賢い消費者として行動できるよう努めます。  

事業例  所管課  

  

・市立学校の児童・生徒用の消費者教育教材のデジタル化による活

用促進  

  

消費生活センター 

教育指導課  

  

  

  

  

八王子市消費者教育推進計画【追補版】   
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